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第１ 贈与 

１ 贈与契約の意義（民法第５４９条関係） 

民法第５４９条の規律を次のように改めるものとする。 

贈与は，当事者の一方が財産権を無償で相手方に移転する意思を表示し，相

手方が受諾をすることによって，その効力を生ずるものとする。 

【部会資料４４・２頁】 

（概要） 

贈与契約の意義につき，今日では，売買契約と同様に財産権の移転を内容とする契約で

あるとの理解が一般的であることを踏まえて，民法第５４９条に規定する贈与者の義務の

明確化を図るものである。具体的には，贈与の対象につき「財産」を「財産権」に改め，「与

える」を「移転する」に改めるものとしている。また，他人の財産権を贈与する契約も有

効であると解されていることから，「自己の」という文言を削ることとしている。 

 

２ 贈与者の責任（民法第５５１条関係） 

民法第５５１条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 贈与者は，贈与によって引き渡すべき目的物が存在せず，若しくは当該贈

与契約の趣旨に適合していないこと，又は贈与によって移転すべき権利が存

在せず，若しくは当該贈与契約の趣旨に反する他人の権利による負担がある

ことにつき，債務不履行による損害を賠償する責任を負わないものとする。

ただし，贈与者がこれらの事実を知りながら受贈者に告げなかったときは，

この限りでないものとする。 

(2) 負担付贈与の受贈者は，贈与によって移転すべき物についての上記(1)の不

適合又は権利についての上記(1)の他人の権利による負担があることにより，

受贈者の負担の価額がその受け取った物又は権利の価額を超えるときは，受

贈者は，その超える額に相当する負担の履行を拒み，又は履行した負担の返

還を請求することができるものとする。この場合において，負担を返還する

ことができないときは，負担の価額の償還を請求することができるものとす

る。 

【部会資料４４・７頁，１０頁】 

（概要） 

本文(1)は，贈与者の責任に関する民法第５５１条の実質的な規律内容を維持しつつ，「瑕

疵」を契約の趣旨に適合していないこと（契約不適合）に改めるなど，主に売買契約にお

ける売主の責任に関する規定の見直しと平仄を合わせる観点からの見直しをするものであ

る。なお，本文(1)により贈与者が免れることができるのは，債務不履行による損害賠償責

任のみとしており，受贈者が契約の解除に関する一般原則により贈与契約の解除をするこ

とは否定されないことを前提としている。 

本文(2)は，負担付贈与の贈与者の担保責任について規定する民法第５５１条第２項につ

き，その規律内容に関する一般的な理解に従い，規定内容の明確化を図るものである。こ

の規定は，本文(1)により贈与者が債務不履行による損害賠償責任を負わない場合にも適用
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される。 

 

３ 贈与契約の解除による返還義務の特則 

贈与契約が解除されたときは，受贈者は，解除の時に現に存していた利益の

限度において，返還の義務を負うものとする。 

【部会資料４４・１９頁】 

（概要） 

契約の解除に伴う原状回復義務の内容（部会資料５４第１，３参照）につき，贈与契約

に関する特則を定めるものである。贈与契約は無償契約であり，受贈者は贈与者の債務と

対価関係にある債務を負担していない。そうすると，贈与契約の当事者に，双務契約を念

頭においた解除の一般原則どおりに全面的な原状回復義務（給付を返還できない場合には，

価額償還義務）を負担させるのは相当でないと考えられる。そこで，贈与契約の解除によ

る贈与者の返還義務につき，解除の時に存していた利益を限度とするものとしている。 

 

（備考）負担付贈与の解除による原状回復義務について 

本文のルールは，負担付贈与への適用を明示には排除していないが，第５３回会議にお

いては，負担付贈与についても，その内容によっては契約の解除による一般原則どおりの

原状回復義務を肯定すべき場面があるとの指摘があった。確かに負担付贈与の内容によっ

ては，本文のような考え方で対処するのが適切でないと考えられる事案もあり得るが，様々

な負担を想定しながら適切な特則を設けることは，必ずしも容易ではない。また，そのよ

うな事案については，負担付贈与に双務契約の規定を準用するとする民法第５５３条を根

拠ないし解釈上の手がかりとして，契約の解除の一般原則（部会資料５４第１，３［３頁］）

を適宜参照しながら解決を図ることも可能であると考えられる。 

 

４ 贈与者の困窮による贈与契約の解除 

贈与契約の当時贈与者が予見することのできなかった事情の変更が生じ，こ

れにより贈与者の生活が著しく困窮したときは，贈与者は，贈与契約の解除を

することができるものとする。ただし，履行の終わった部分については，この

限りでないものとする。 

【部会資料４４・１４頁】  

（概要） 

贈与者が予見することのできなかった贈与契約後の事情変更により贈与者の生活が著し

く困窮した場合に，贈与者に解除権を付与する規定を新設するものである。贈与契約の無

償性に照らすと，このような場合にまで契約の拘束力を貫徹するのは相当でなく，贈与の

解除を認めるべきであるとの指摘があることを踏まえたものである。もっとも，履行が終

わった部分についても返還を要するものとすると，贈与者の困窮に責めを負うべき立場に

あるとは限らない受贈者に不測の損害を与えるおそれがあることから，ただし書により，

贈与が終わった部分については解除ができないものとしている。 
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５ 受贈者に著しい非行があった場合の贈与契約の解除 

(1) 贈与契約の後に，受贈者が贈与者に対して虐待をし，若しくは重大な侮辱

を加えたとき，又は受贈者にその他の著しい非行があったときは，贈与者は，

贈与契約の解除をすることができるものとする。 

(2) 上記(1)の解除権は，贈与者の一身に専属するものとする。ただし，受贈者

が上記(1)に該当する行為により贈与者を死亡させたときは，この限りでない

ものとする。 

(3) 上記(1)の解除があったときは，受贈者は，上記(1)の解除の原因が生じた

時に現に存していた利益の限度で，返還の義務を負うものとする。 

(4) 上記(1)の解除権は，贈与の履行が終わった時から１０年を経過したときは，

その部分については行使できないものとする。 

【部会資料４４・１４頁，１９頁】 

（概要） 

本文(1)は，受贈者に，推定相続人の廃除事由（民法第８９２条参照）に該当し得る贈与

者に対する著しい非行があった場合に，贈与者が贈与契約を解除することができるとする

規律を新設するものである。学説上，受贈者が贈与契約の基礎となる人間関係を破壊し，

贈与者の身体又は人格等を著しく蹂躙したような場合には，贈与者を契約に拘束するのは

相当でなく，その解消を認めるべきであるとの見解は古くから唱えられており，裁判例に

も，このような場合に負担付贈与の「負担」の解釈その他の法的構成により贈与者の救済

を図ったものが存在することを踏まえたものである。 

本文(2)は，本文(1)の解除権が贈与者の一身に専属し，原則として相続の対象にならな

いとするものである（民法第８９６条ただし書参照）。この解除権は贈与者と受贈者の人間

関係の破綻等を根拠とするものだからである。ただし書は，受贈者が本文(1)アに該当する

行為により贈与者を死亡させたときは，相続人による解除権の行使を認めるものである。

このような場合には，贈与者自身の解除するかどうかを意思決定する機会が受贈者の行為

により奪われたのであるから，解除権を行使するかどうかの判断を贈与者の相続人に委ね

るのが相当であると考えられるからである。 

本文(3)は，贈与契約の解除による原状回復義務の内容（前記３）につき，本文(1)によ

る解除の場合の特則を設けるものである。すなわち，著しい背信行為等により贈与契約の

解除の原因を自ら作出した受贈者は，その時点で存していた利益の限度で返還義務を負担

することを覚悟すべきである。そこで，解除の原因が生じた時点で現に存在した利益の限

度で，返還義務を負担するものとしている。 

本文(4)は，本文(1)の解除権につき，消滅時効とは別に，履行が終わった時を起算点と

する１０年の期間制限を設けるものである。本文(1)の解除権が問題となるような人間関係

の破綻を契機とする紛争については，早期に法律関係を安定化する必要があるとの指摘が

されている。また，贈与の履行から時間が経過することにより，贈与と本文(1)所定の背信

行為との関連性が一般的には希薄になると考えられる。本文(4)は，これらを踏まえたもの

である。もとより，解除権につき消滅時効の一般原則も併せて適用されることを前提とし

ている。 
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【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料３１第２，２(2)「贈与者の保存義務の特則」[４６頁] 

○ 部会資料３１第２，４(2)「種類物贈与の特定に関する特則」[５０頁] 

○ 部会資料４４第１，１「成立要件の見直しの要否等」[１頁] 

○ 部会資料４４第１，３「書面によらない贈与の撤回における『書面』要件の明確化（民

法第５５０条）」[４頁] 

○ 部会資料４４第１，５「負担付贈与（民法第５５１条第２項，第５５３条）」のイ[１０

頁] 

○ 部会資料４４第１，６「死因贈与（民法第５５４条）」[１２頁] 

○ 部会資料４４第１，７(1)「贈与の予約」[１３頁] 

○ 部会資料４４第１，７(4)「無償契約への準用」[２１頁] 

 

第２ 消費貸借 

１ 消費貸借の成立等（民法第５８７条関係） 

 民法第５８７条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 消費貸借は，当事者の一方が種類，品質及び数量の同じ物をもって返還を

することを約して相手方から金銭その他の物を受け取ることによって，その

効力を生ずるものとする。 

(2) 上記(1)にかかわらず，書面でする消費貸借は，当事者の一方が金銭その他

の物を引き渡すことを約し，相手方がその物を受け取った後にこれと種類，

品質及び数量の同じ物をもって返還をすることを約することによって，その

効力を生ずるものとする。 

(3) 消費貸借がその内容を記録した電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によってされたとき

は，その消費貸借は，書面によってされたものとみなすものとする。 

(4) 上記(2)又は(3)の消費貸借の借主は，貸主から金銭その他の物を受け取る

まで，その消費貸借の解除をすることができるものとする。この場合におい

て，貸主に損害が生じたときは，借主は，その損害を賠償しなければならな

いものとする。 

(5) 上記(2)又は(3)の消費貸借は，借主が貸主から金銭その他の物を受け取る

前に当事者の一方が破産手続開始の決定を受けたときは，その効力を失うも

のとする。 

（注）上記(4)後段については，規定を設けるべきではない（解釈に委ねる）と

いう考え方がある。 

【部会資料４４・２２頁，２５頁，３１頁，３３頁】 

（概要） 

 本文(1)は，目的物の引渡しによって消費貸借が成立する旨の民法第５８７条の規定を維
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持するものである。 

本文(2)は，諾成的な消費貸借の成立要件について定めるものである。判例（最判昭和４

８年３月１６日金法６８３号２５頁）が諾成的な消費貸借の成立を認めており，実際上も

融資の約束に拘束力を認めることが必要な場合は少なくないこと等を踏まえたものである。

消費貸借の合意に書面を要求することによって，貸主又は借主が軽率に消費貸借の合意を

することを防ぐとともに，本文(1)の消費貸借の前提としての合意との区別を図っている。 

本文(3)は，電磁的記録によってされた消費貸借を書面によってされた消費貸借とみなす

ものであり，保証契約に関する民法第４４６条第３項と同様の趣旨のものである。 

 本文(4)前段は，諾成的な消費貸借の借主による目的物引渡し前の解除権について定める

ものである。諾成的な消費貸借を認めるのであれば，目的物引渡し前に資金需要がなくな

った借主に契約の拘束力から解放される手段を与えるべきであるからである。本文(4)後段

は，上記解除権の行使によって貸主に損害が生じた場合における借主の損害賠償責任につ

いて定めるものである。損害の内容については個別の判断に委ねることとしている。もっ

とも，この借主の損害賠償責任については，特段の規定を設けずに解釈に委ねるべきであ

るという考え方があり，これを（注）で取り上げている。 

 本文(5)は，諾成的な消費貸借の当事者の一方が目的物引渡し前に破産手続開始の決定を

受けた場合に関する規律を定めるものであり，民法第５８９条（後記２(3)）と同様の趣旨

のものである。なお，当事者の一方が再生手続開始又は更生手続開始の決定を受けた場合

に関する規律は，民事再生法第４９条又は会社更生法第６１条や本文(5)の解釈に委ねるこ

ととしている。 

 

２ 消費貸借の予約（民法第５８９条関係） 

 民法第５８９条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 消費貸借の予約は，書面でしなければ，その効力を生じないものとする。 

(2) 消費貸借の予約がその内容を記録した電磁的記録（前記１(3)参照）によっ

てされたときは，その消費貸借の予約は，書面によってされたものとみなす

ものとする。 

(3) 消費貸借の予約は，その後に当事者の一方が破産手続開始の決定を受けた

ときは，その効力を失うものとする。 

【部会資料４４・３４頁】 

（概要） 

 本文(1)は，消費貸借の予約について書面を要求するものである。前記１(2)の諾成的な

消費貸借については目的物の引渡しに代えて書面を要求することによって軽率な消費貸借

の締結を防ぐこととしているが，この趣旨は消費貸借の予約についても妥当することを理

由とする。 

 本文(2)は，前記１(3)と同様の趣旨のものである。 

本文(3)は，民法第５８９条の規定を維持するものである。消費貸借の予約をした後本契

約が成立するまでは本文(3)が適用され，本契約が成立した後目的物が引き渡されるまでは

前記１(5)が適用される。なお，前記１(5)と同様，当事者の一方が再生手続開始の決定又
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は更生手続開始の決定を受けた場合に関する規律は，民事再生法第４９条又は会社更生法

第６１条や民法第５８９条の解釈に委ねることとしている。 

 

３ 準消費貸借（民法第５８８条関係） 

民法第５８８条の「消費貸借によらないで」という文言を削除し，その規律

を次のように改めるものとする。 

金銭その他の物を給付する義務を負う者がある場合において，当事者がその

物を消費貸借の目的とすることを約したときは，消費貸借は，これによって成

立したものとみなすものとする。 

【部会資料４４・４４頁】 

（概要） 

 民法第５８８条の「消費貸借によらないで」という文言を削除することによって，消費

貸借に基づく債務を旧債務とする準消費貸借の成立を認める判例法理（大判大正２年１月

２４日民録１９巻１１号）を明文化するものである。なお，準消費貸借は，前記１(2)の諾

成的な消費貸借とは異なり，契約に基づく目的物の引渡しを予定していないため，目的物

の引渡しに代えて書面を要求することにより軽率な消費貸借の締結を防ぐという趣旨が妥

当しないと考えられる。そのため，準消費貸借については書面を要求していない。 

 

４ 利息 

利息の定めがある場合には，借主は，貸主から金銭その他の物を受け取った

日から起算して利息を支払う義務を負うものとする。 

【部会資料４４・３６頁，３７頁】 

（概要） 

 利息の合意がある場合に限り利息の支払債務が生ずるという解釈上異論のないところを

明文化するとともに，利息は元本の受領日から生ずるという判例法理（最判昭和３３年６

月６日民集１２巻９号１３７３頁）を明文化するものである。 

 

５ 貸主の担保責任（民法第５９０条関係） 

 民法第５９０条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 利息付きの消費貸借において，引き渡された目的物が当該消費貸借契約の

趣旨に適合していない場合における貸主の担保責任については，売主の担保

責任に関する規定を準用するものとする。 

(2) 無利息の消費貸借において，引き渡された目的物が当該消費貸借契約の趣

旨に適合していない場合における貸主の担保責任については，贈与者の担保

責任に関する規定を準用するものとする。 

(3) 利息の有無にかかわらず，借主は，当該消費貸借契約の趣旨に適合してい

ない引き渡された物の価額を返還することができるものとする。 

【部会資料４４・４２頁，４３頁】 

（概要） 
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 本文(1)(2)は，民法第５９０条第１項及び第２項後段の規律を改め，利息付消費貸借の

貸主は売主の担保責任（部会資料５６第１１，４以下），無利息消費貸借の貸主は贈与者の

担保責任（前記第１，２）と同様の責任を負う旨を定めるものである。消費貸借は貸主が

借主に目的物の所有権を移転させる点において売買や贈与と共通するため，消費貸借の目

的物が当該消費貸借契約の趣旨に適合しない場合における貸主の担保責任については，売

主及び贈与者の担保責任の規律と整合的である必要があると考えられることによる。なお，

同条の「瑕疵」という用語については，売主の担保責任の見直しとの平仄を合わせ，契約

の趣旨との適合性を問う表現（契約不適合）を用いることとしている。 

 本文(3)は，民法第５９０条第２項前段の規定を利息の有無を問わずに適用されるものに

改めるものである。同項前段は無利息の消費貸借に関する規定であるが，利息の有無によ

って異なる取扱いをする理由はないとの指摘を踏まえたものである。 

 

６ 期限前弁済（民法第５９１条第２項，第１３６条第２項関係） 

 民法第５９１条第２項の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 当事者が返還の時期を定めなかったときは，借主は，いつでも返還をする

ことができるものとする。 

(2) 当事者が返還の時期を定めた場合であっても，借主は，いつでも返還をす

ることができるものとする。この場合において，貸主に損害が生じたときは，

借主は，その損害を賠償しなければならないものとする。 

【部会資料４４・３８頁，３９頁】 

（概要） 

 本文(1)は，民法第５９１条第２項の規定を維持するものである。同項は，一般に同条第

１項に引き続いて返還時期の定めのない消費貸借について定めた規定であると解されてい

る。 

 本文(2)は，民法第１３６条第２項の規定について，その適用が最も問題となる消費貸借

の場面に即した規律を設けることによって，消費貸借のルールの明確化を図るものである。

前記１(4)と同様，損害の内容については個別の判断に委ねることとしている。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４４第２，１(3)ア「目的物引渡債権を受働債権とする相殺の禁止」［２９頁］

○ 部会資料４４第２，１(3)イ「目的物引渡債権の譲渡，質権設定，差押えの禁止」［３０

頁］ 

○ 部会資料４４第２，１(3)ウ(ｲ)「事業者の消費者に対する融資の場合の借主の解除権」

［３２頁］ 

○ 部会資料４４第２，４(2)イ「事業者の消費者に対する融資の場合の免責」［４０頁］ 

○ 部会資料４４第２，７「抗弁の接続」［４４頁］ 
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第３ 賃貸借 

１ 賃貸借の成立（民法第６０１条関係） 

民法第６０１条の規律を次のように改めるものとする。 

賃貸借は，当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせることを約

し，相手方がこれに対してその賃料を支払うこと及び引渡しを受けた物を契約

が終了した後に返還することを約することによって，その効力を生ずるものと

する。 

【部会資料４５・３８頁】 

（概要） 

 民法第６０１条の規定を基本的に維持しつつ，賃貸借の終了によって賃借人の目的物返

還債務が生ずる旨を明記するものであり，賃料支払債務と並ぶ賃借人の基本的な債務（民

法第６１６条，第５９７条第１項参照）を賃貸借の冒頭規定に盛り込むものである。 

 

２ 短期賃貸借（民法第６０２条関係） 

民法第６０２条柱書の部分の規律を次のように改めるものとする。 

処分の権限を有しない者が賃貸借をする場合には，同条各号に掲げる賃貸借

は，それぞれ当該各号に定める期間を超えることができないものとする。契約

でこれより長い期間を定めたときであっても，その期間は，当該各号に定める

期間とするものとする。 

【部会資料４５・１頁】 

（概要） 

 本文前段は，民法第６０２条の「処分につき行為能力の制限を受けた者」という文言を

削除するものである。この文言は，未成年者，成年被後見人，被保佐人及び被補助人を指

すものとされているが，これらの者が短期賃貸借をすることができるかどうかは同法第５

条，第９条，第１３条，第１７条等によって規律されており，同法第６０２条の存在はか

えって短期賃貸借であれば未成年者や成年被後見人であっても単独ですることができる等

の誤解を生むおそれがあることを理由とする。 

本文後段は，民法第６０２条各号に定める期間を超える賃貸借をした場合にはその超え

る部分のみを無効とする旨を定めるものであり，同条に関する一般的な理解を明文化する

ものである。 

 

３ 賃貸借の存続期間（民法第６０４条関係） 

民法第６０４条を削除するものとする。 

（注）同条を維持すべきであるという考え方がある。 

【部会資料４５・４頁】 

（概要） 

 賃貸借の存続期間の上限（２０年）を廃止するものである。特則の置かれている借地借

家法等ではなく民法第６０４条の適用がある賃貸借であっても，例えばゴルフ場の敷地の

賃貸借，重機やプラントのリース契約等においては２０年を超える存続期間を定めるニー
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ズがあるとの指摘を踏まえたものである。もっとも，長期の存続期間を一般的に認めると

賃借物の損傷や劣化が顧みられない状況が生じかねないことから同条の規定を維持（必要

に応じて特別法で対処）すべきであるという考え方があり，これを（注）で取り上げてい

る。 

 

４ 不動産賃貸借の対抗力，賃貸人たる地位の移転等（民法第６０５条関係） 

民法第６０５条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 不動産の賃貸借は，これを登記したときは，その不動産について物権を取

得した者その他の第三者に対抗することができるものとする。 

(2) 不動産の譲受人に対して上記(1)により賃貸借を対抗することができる場

合には，その賃貸人たる地位は，譲渡人から譲受人に移転するものとする。 

(3) 上記(2)の場合において，譲渡人及び譲受人が，賃貸人たる地位を譲渡人に

留保し，かつ，当該不動産を譲受人が譲渡人に賃貸する旨の合意をしたとき

は，賃貸人たる地位は，譲受人に移転しないものとする。この場合において，

その後に譲受人と譲渡人との間の賃貸借が終了したときは，譲渡人に留保さ

れた賃貸人たる地位は，譲受人又はその承継人に移転するものとする。 

(4) 上記(2)又は(3)後段による賃貸人たる地位の移転は，賃貸物である不動産

について所有権移転の登記をしなければ，賃借人に対抗することができない

ものとする。 

(5) 上記(2)又は(3)後段により賃貸人たる地位が譲受人又はその承継人に移転

したときは，後記７(2)の敷金の返還に係る債務及び民法第６０８条に規定す

る費用の償還に係る債務は，譲受人又はその承継人に移転するものとする。 

（注）上記(3)については，規定を設けるべきではない（解釈に委ねる）という

考え方がある。 

【部会資料４５・６頁，８頁，１１頁，１３頁】 

（概要） 

 本文(1)は，まず，民法第６０５条の「その後その不動産について物権を取得した者」と

いう文言について，「その他の第三者」を付加するとともに，「その後」を削除するもので

ある。同条の規律の対象として，二重に賃借をした者，不動産を差し押さえた者等が含ま

れることを明確にするとともに，「その後」という文言を削除することによって賃貸借の登

記をする前に現れた第三者との優劣も対抗要件の具備の先後によって決まること（最判昭

和４２年５月２日判時４９１号５３頁参照）を明確にするものである。また，本文(1)では，

同条の「その効力を生ずる」という文言を「対抗することができる」に改めている。これ

は，第三者に対する賃借権の対抗の問題と，第三者への賃貸人たる地位の移転の問題とを

区別し，前者を本文(1)，後者を本文(2)で規律することによって，同条の規律の内容をよ

り明確にすることを意図するものである。 

本文(2)は，民法第６０５条の規律内容のうち賃貸人たる地位の移転について定めるもの

であり，賃貸人たる地位の当然承継に関する判例法理（大判大正１０年５月３０日民録２

７輯１０１３頁）を明文化するものである。なお，本文(2)は，所有者が賃貸人である場合
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が典型例であると見て，その場合における当該所有権の譲受人に関する規律を定めたもの

であるが，地上権者が賃貸人である場合における当該地上権の譲受人についても同様の規

律が妥当すると考えられる。 

 本文(3)は，賃貸人たる地位の当然承継が生ずる場面において，旧所有者と新所有者との

間の合意によって賃貸人たる地位を旧所有者に留保するための要件について定めるもので

ある。実務では，例えば賃貸不動産の信託による譲渡等の場面において賃貸人たる地位を

旧所有者に留保するニーズがあり，そのニーズは賃貸人たる地位を承継した新所有者の旧

所有者に対する賃貸管理委託契約等によっては賄えないとの指摘がある。このような賃貸

人たる地位の留保の要件について，判例（最判平成１１年３月２５日判時１６７４号６１

頁）は，留保する旨の合意があるだけでは足りないとしているので，その趣旨を踏まえ，

留保する旨の合意に加えて，新所有者を賃貸人，旧所有者を賃借人とする賃貸借契約の締

結を要件とし（本文(3)前段），その賃貸借契約が終了したときは改めて賃貸人たる地位が

旧所有者から新所有者又はその承継人に当然に移転するというルールを用意することとし

ている（本文(3)後段）。もっとも，賃貸人たる地位の留保に関しては，特段の規定を設け

ずに引き続き解釈に委ねるべきであるという考え方があり，これを（注）で取り上げてい

る。 

 本文(4)は，賃貸人たる地位の移転（当然承継）を賃借人に対抗するための要件について

定めるものであり，判例法理（最判昭和４９年３月１９日民集２８巻２号３２５頁）を明

文化するものである。 

 本文(5)は，賃貸人たる地位の移転（当然承継）の場面における敷金返還債務及び費用償

還債務の移転について定めるものである。敷金返還債務について，判例（最判昭和４４年

７月１７日民集２３巻８号１６１０頁）は，旧所有者の下で生じた延滞賃料等の弁済に敷

金が充当された後の残額についてのみ敷金返還債務が新所有者に移転するとしているが，

実務では，そのような充当をしないで全額の返還債務を新所有者に移転させるのが通例で

あり，当事者の通常の意思もそうであるとの指摘がある。そこで，上記判例法理のうち敷

金返還債務が新所有者に当然に移転するという点のみを明文化し，充当の関係については

解釈・運用又は個別の合意に委ねることとしている。費用償還債務については，必要費，

有益費ともに，その償還債務は新所有者に当然に移転すると解されていることから（最判

昭和４６年２月１９日民集２５巻１号１３５頁参照），この一般的な理解を明文化すること

としている。 

 

５ 合意による賃貸人たる地位の移転 

不動産の譲受人に対して賃貸借を対抗することができない場合であっても，

その賃貸人たる地位は，譲渡人及び譲受人の合意により，賃借人の承諾を要し

ないで，譲渡人から譲受人に移転させることができるものとする。この場合に

おいては，前記４(4)及び(5)を準用するものとする。 

【部会資料４５・１５頁】 

（概要） 

 本文前段は，合意による賃貸人たる地位の移転について定めるものであり，判例法理（最



 

 

11

判昭和４６年４月２３日民集２５巻３号３８８頁）を明文化するものである。一般に，契

約上の地位の移転には相手方の承諾が必要とされているが（部会資料５５，第５参照），賃

貸人たる地位の移転については，少なくとも目的物の所有権の移転と共に行う限りにおい

ては，相手方の承諾は不要とされている。 

本文後段は，本文前段の合意承継の場面における法律関係の明確化を図るため，当然承

継の場面における前記４(4)及び(5)の規律を準用するものである。 

 

６ 不動産の賃借人による妨害排除等請求権 

不動産の賃借人は，賃貸借の登記をした場合又は借地借家法その他の法律が

定める賃貸借の対抗要件を備えた場合において，次の各号に掲げるときは，当

該各号に定める請求をすることができるものとする。 

(1) 不動産の占有を第三者が妨害しているとき 

当該第三者に対する妨害の停止の請求 

(2) 不動産を第三者が占有しているとき 

当該第三者に対する返還の請求 

【部会資料４５・１６頁】 

（概要） 

 対抗要件を備えた不動産の賃借人が賃借権に基づく妨害排除請求（本文(1)）又は返還請

求（本文(2)）をすることができる旨を定めるものであり，判例法理（最判昭和２８年１２

月１８日民集７巻１２号１５１５頁，最判昭和３０年４月５日民集９巻４号４３１頁）を

明文化するものである。他の法律が定める対抗要件としては，借地借家法第１０条・第３

１条，農地法第１６条等がある。 

 

７ 敷金 

(1) 敷金とは，いかなる名義をもってするかを問わず，賃料債務その他の賃貸

借契約に基づいて生ずる賃借人の賃貸人に対する金銭債務を担保する目的で，

賃借人が賃貸人に対して交付する金銭をいうものとする。 

(2) 敷金が交付されている場合において，賃貸借が終了し，かつ，賃貸人が賃

貸物の返還を受けたとき，又は賃借人が適法に賃借権を譲渡したときは，賃

貸人は，賃借人に対し，敷金の返還をしなければならないものとする。この

場合において，賃料債務その他の賃貸借契約に基づいて生じた賃借人の賃貸

人に対する金銭債務があるときは，敷金は，当該債務の弁済に充当されるも

のとする。 

(3) 上記(2)前段により敷金の返還債務が生ずる前においても，賃貸人は，賃借

人が賃料債務その他の賃貸借契約に基づいて生じた金銭債務の履行をしない

ときは，敷金を当該債務の弁済に充当することができるものとする。この場

合において，賃借人は，敷金を当該債務の弁済に充当することができないも

のとする。 
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（概要） 

 本文(1)は，敷金（民法第３１６条，第６１９条第２項参照）の意義を判例（大判大正１

５年７月１２日民集５巻６１６頁等）や一般的な理解を踏まえて明確にするものである。 

本文(2)は，敷金返還債務が生ずる時期を明確にするものである。判例（最判昭和４８年

２月２日民集２７巻１号８０頁）は，賃貸借が終了し，かつ，目的物が返還された時に敷

金返還債務が生ずるとしている。また，賃借人が適法に賃借権を譲渡したときも，賃貸人

と旧賃借人との間に別段の合意がない限り，その時点で敷金返還債務が生ずると考えられ

る（最判昭和５３年１２月２２日民集３２巻９号１７６８頁参照）。そこで，本文(2)では，

これらの理解を明文化することとしている。 

 本文(3)は，敷金返還債務が本文(2)前段により具体的に生ずる前における敷金の充当に

関する規律について定めるものであり，判例法理（大判昭和５年３月１０民集９巻２５３

頁）を明文化するものである。 

 

８ 賃貸物の修繕等（民法第６０６条関係） 

 民法第６０６条第１項の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 賃貸人は，賃貸物の使用及び収益に必要な修繕をする義務を負うものとす

る。 

(2) 賃貸人が上記(1)の修繕義務を履行しないときは，賃借人は，自ら賃借物の

使用及び収益に必要な修繕をすることができるものとする。 

【部会資料４５・２５頁】 

（概要） 

 本文(1)は，民法第６０６条第１項の規定を維持するものである。 

 本文(2)は，賃借人の修繕権限について定めるものである。民法第６０８条第１項が含意

しているところを明文化するものであるが，賃借物は飽くまで他人の所有物であるため，

賃借人が自ら修繕し得る要件については，契約に別段の定めがない限り，修繕の必要が生

じた旨を賃貸人に通知し（民法第６１５条参照），それにもかかわらず賃貸人が必要な修繕

をしないことを要するとも考えられる。他方で，急迫な事情がある場合などには一定の例

外を許容する必要もあり得る。このように様々な場面が想定されるため，あらゆる場面に

妥当する細かな要件を一律に設けるのは適当でないと考えられる。そこで，「賃貸人が修繕

義務を履行しないとき」という比較的抽象度の高い要件を定めた上で，その解釈・運用又

は個別の合意に委ねることとしている。なお，賃借人が必要な修繕をしたことにより民法

第６０８条第１項の必要費償還請求権が生ずるかどうかは，専ら同項の要件を満たすかど

うかによって決せられるため，当該修繕が本文(2)の修繕権限に基づくものかどうかという

問題とは切り離して判断されることを前提としている。 

 

９ 減収による賃料の減額請求等（民法第６０９条・第６１０条関係） 

民法第６０９条及び第６１０条を削除するものとする。 

【部会資料４５・２０頁】 

（概要） 
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 減収による賃料の減額請求について定める民法第６０９条，減収による解除について定

める同法第６１０条の各規定を削除するものである。これらの規定は戦後の農地改革以前

の小作関係を想定したものであるが，現在は農地法第２０条（借賃等の増額又は減額の請

求権）があるため，上記各規定は実質的にはその機能を失っているとの指摘がある。また，

上記各規定は，不可抗力によって賃料より少ない収益を得たことのみを要件として賃料の

減額請求や解除を認めているが，農地法第２０条や借地借家法第１１条のように賃料の額

が経済事情の変動により不相当となったことや近傍類似の土地の賃料に比較して不相当と

なったこと等を考慮することなく，収益が少なかったことのみをもって賃料の減額請求や

解除を認めるのは相当でないとの指摘もある。本文はこれらの指摘を踏まえたものである。 

 

10 賃借物の一部滅失等による賃料の減額等（民法第６１１条関係） 

 民法第６１１条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 賃借物の一部が滅失した場合その他の賃借人が賃借物の一部の使用及び収

益をすることができなくなった場合には，賃料は，その部分の割合に応じて

減額されるものとする。この場合において，賃借物の一部の使用及び収益を

することができなくなったことが契約の趣旨に照らして賃借人の責めに帰す

べき事由によるものであるときは，賃料は，減額されないものとする。 

(2) 上記(1)後段の場合において，賃貸人は，自己の債務を免れたことによって

利益を得たときは，これを賃借人に償還しなければならないものとする。 

(3) 賃借物の一部が滅失した場合その他の賃借人が賃借物の一部の使用及び収

益をすることができなくなった場合において，残存する部分のみでは賃借人

が賃借をした目的を達することができないときは，賃借人は，契約の解除を

することができるものとする。 

（注）上記(1)(2)については，民法第６１１条第１項の規律を維持すべきであ

るという考え方がある。 

【部会資料４５・２７頁，２９頁】 

（概要） 

 本文(1)前段は，民法第６１１条第１項の規定を改め，賃借物の一部滅失の場合に限らず

賃借物の一部の使用収益をすることができなくなった場合一般を対象として賃料の減額を

認めるとともに，賃借人からの請求を待たずに当然に賃料が減額されることとするもので

ある。賃料は，賃借物が賃借人の使用収益可能な状態に置かれたことの対価として日々発

生するものであるから，賃借人が賃借物の一部の使用収益をすることができなくなった場

合には，その対価としての賃料も当然にその部分の割合に応じて発生しないとの理解に基

づくものである。 

本文(1)後段は，賃借物の一部の使用収益をすることができなくなったことが賃借人の責

めに帰すべき事由によるものであるときは，本文(1)前段の例外として賃料の減額はされな

い旨を定めるものである。これは，賃料債務の発生根拠に関する上記理解を踏まえたとし

ても，賃借人に帰責事由がある場合にまで賃料の減額を認めるのは相当でないとの指摘を

踏まえたものであり，この限りにおいて民法第６１１条第１項の規定を維持するものであ
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る（請負，委任，雇用，寄託の報酬請求権に関する後記第５，１(3)，第６，３(3)イ，第

８，１(2)，第９，６参照）。 

本文(2)は，賃借物の一部の使用収益をすることができなくなったことによって，賃貸人

が賃貸借契約に基づく債務（例えば当該部分のメンテナンスに関する債務）を免れ，これ

によって利益を得たときは，それを賃借人に償還しなければならない旨を定めるものであ

る。民法第５３６条第２項後段の規律を取り入れるものであり，同法第６１１条第１項の

下では従前必ずしも明らかではなかった規律を補うものである。 

もっとも，以上の本文(1)(2)のような規律は相当でなく，民法第６１１条第１項の規律

を維持すべきであるという考え方があり，これを（注）で取り上げている。 

 本文(3)は，民法第６１１条第２項の規定を改め，賃借物の一部滅失の場合に限らず賃借

物の一部の使用収益をすることができなくなった場合一般を対象として賃借人の解除権を

認めるとともに，賃借人の過失によるものである場合でも賃借人の解除権を認めることと

するものである。賃借物の一部の使用収益をすることができなくなったことによって賃借

人が賃借をした目的を達することができない以上，それが一部滅失によるものかどうか，

賃借人の過失によるものかどうかを問わず，賃借人による解除を認めるのが相当であると

考えられるからである。賃貸人としては，賃借人に対する損害賠償請求等によって対処す

ることになる。 

 

11 転貸の効果（民法第６１３条関係） 

 民法第６１３条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 賃借人が適法に賃借物を転貸したときは，賃貸人は，転借人が転貸借契約

に基づいて賃借物の使用及び収益をすることを妨げることができないものと

する。 

(2) 賃借人が適法に賃借物を転貸したときは，転借人は，転貸借契約に基づく

債務を賃貸人に対して直接履行する義務を負うものとする。この場合におい

て，直接履行すべき債務の範囲は，賃貸人と賃借人（転貸人）との間の賃貸

借契約に基づく債務の範囲に限られるものとする。 

(3) 上記(2)の場合において，転借人は，転貸借契約に定めた時期の前に転貸人

に対して賃料を支払ったとしても，上記(2)の賃貸人に対する義務を免れない

ものとする。 

(4) 上記(2)及び(3)は，賃貸人が賃借人に対してその権利を行使することを妨

げないものとする。 

(5) 賃借人が適法に賃借物を転貸した場合において，賃貸人及び賃借人が賃貸

借契約を合意により解除したときは，賃貸人は，転借人に対し，当該解除の

効力を主張することができないものとする。ただし，当該解除の時点におい

て債務不履行を理由とする解除の要件を満たしていたときは，この限りでな

いものとする。 

【部会資料４５・３４頁，３７頁】 

（概要） 
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 本文(1)は，適法な転貸借がされた場合における賃貸人と転借人との関係に関する一般的

な理解を明文化するものであり，本文(2)と併せて民法第６１３条第１項前段の規律の内容

を明確にすることを意図するものである。 

 本文(2)は，適法な転貸借がされた場合における転借人が賃貸人に対して直接負う義務の

具体的な内容について定めるものであり，民法第６１３条第１項前段の規律の内容を一般

的な理解に基づいて明確にするものである。 

 本文(3)は，民法第６１３条第１項後段の規律の内容を明確にするものであり，判例法理

（大判昭和７年１０月８日民集１１巻１９０１頁）を明文化するものである。 

 本文(4)は，民法第６１３条第２項の規律を維持するものである。 

 本文(5)は，適法な転貸借がされた後に原賃貸人と転貸人との間の賃貸借契約が合意解除

された場合には，その合意解除の時点において債務不履行解除の要件を満たしていたとき

を除き，原賃貸人はその合意解除の効力を転借人に主張することができない旨を定めるも

のであり，判例法理（最判昭和６２年３月２４日判時１２５８号６１頁，最判昭和３８年

２月２１日民集１７巻１号２１９頁等）を明文化するものである。 

 

12 賃借物の全部滅失等による賃貸借の終了 

賃借物の全部が滅失した場合その他の賃借人が賃借物の全部の使用及び収益

をすることができなくなった場合には，賃貸借は，終了するものとする。 

【部会資料４５・２６頁】 

（概要） 

 賃借物の全部滅失その他の賃借物の全部の使用収益をすることができなくなったことを

賃貸借の終了事由とするものであり，判例法理（最判昭和３２年１２月３日民集１１巻１

３号２０１８頁，最判昭和３６年１２月２１日民集１５巻１２号３２４３頁等）を明文化

するものである。 

 

13 賃貸借終了後の収去義務及び原状回復義務（民法第６１６条，第５９８条関

係） 

  民法第６１６条（同法第５９８条の準用）の規律を次のように改めるものと

する。 

(1) 賃借人は，賃借物を受け取った後にこれに附属させた物がある場合におい

て，賃貸借が終了したときは，その附属させた物を収去する権利を有し，義

務を負うものとする。ただし，賃借物から分離することができない物又は賃

借物から分離するのに過分の費用を要する物については，この限りでないも

のとする。 

(2) 賃借人は，賃借物を受け取った後にこれに生じた損傷がある場合において，

賃貸借が終了したときは，その損傷を原状に復する義務を負うものとする。

この場合において，賃借人が通常の使用及び収益をしたことにより生じた賃

借物の劣化又は価値の減少については，その義務を負わないものとする。 

【部会資料４５・３８頁，４０頁】 
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（概要） 

 本文(1)は，民法第６１６条（同法第５９８条の準用）の規定のうち収去義務及び収去権

に関する規律の内容を明確にするものであり，賃借人の収去義務及び収去権に関する一般

的な理解を明文化するものである。 

 本文(2)は，民法第６１６条（同法第５９８条の準用）の規定のうち原状回復義務に関す

る規律の内容を明確にするものであり，賃借人の原状回復義務に関する一般的な理解（最

判平成１７年１２月１６日集民２１８号１２３９頁等）を明文化するものである。いわゆ

る通常損耗の回復は原則として原状回復義務の内容に含まれないとする本文(2)後段は，賃

貸人が賃借物の修繕義務を負担すること（民法第６０６条第１項）や，賃借人が賃貸人に

対して必要費の償還請求をすることができること（同法第６０８条第１項）とも整合的で

あると考えられる。 

 

14 損害賠償及び費用償還の請求権に関する期間制限（民法第６２１条，第６０

０条関係） 

民法第６２１条（同法第６００条の準用）の規律を次のように改めるものと

する。 

(1) 契約の趣旨に反する使用又は収益によって生じた損害の賠償は，賃貸人が

賃貸物の返還を受けた時から１年以内に請求しなければならないものとする。 

(2) 上記(1)の損害賠償請求権については，賃貸人が賃貸物の返還を受けた時か

ら１年を経過するまでの間は，消滅時効は，完成しないものとする。 

(3) 賃借人が支出した費用の償還請求権に関する期間制限の部分を削除するも

のとする。 

【部会資料４５・４１頁，４３頁】 

（概要） 

 本文(1)は，民法第６２１条（同法第６００条の準用）の規定のうち賃借人の用法違反に

よる賃貸人の損害賠償請求権に関する期間制限（除斥期間と解されている。）の部分の内容

を維持しつつ，同法第６００条の「契約の本旨に反する」という表現を「契約の趣旨に反

する」という表現に改めるものである。「本旨」という言葉は今日では法令上の用語として

「本質」といった意味で用いられることがあり，そのままでは賃借人による用法違反の態

様等を限定する趣旨に誤読されるおそれがあるため（部会資料５３第８，１(1)参照），そ

のような誤読を避けることを意図するものである。 

 本文(2)は，賃借人の用法違反による賃貸人の損害賠償請求権に関する消滅時効（民法第

１６７条第１項）について新たな停止事由を定めるものである。この損害賠償請求権は，

賃貸人が賃貸物の返還を受けた時から起算される１年の除斥期間（本文(1)）のほかに，賃

借人が用法違反をした時から起算される１０年の消滅時効（民法第１６７条第１項）にも

服するとされており，長期にわたる賃貸借においては，賃貸人が賃借人の用法違反の事実

を知らない間に消滅時効が進行し，賃貸人が賃貸物の返還を受けた時には既に消滅時効が

完成しているといった事態が生じ得る。本文(2)は，このような事態に対処する趣旨のもの

である。 
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 本文(3)は，民法第６２１条（同法第６００条の準用）の規定のうち賃借人の費用償還請

求権に関する期間制限（除斥期間と解されている。）の部分を削除するものである。賃借人

の費用償還請求権（同法第６０８条）と同様の法的性格を有する他の費用償還請求権（例

えば同法第１９６条，第２９９条等）についてはこのような期間制限がなく，賃借人の費

用償還請求権についてのみこのような期間制限を設ける必要性，合理性は乏しいと考えら

れることを理由とする。 

 

15 賃貸借に類似する契約 

(1) ファイナンス・リース契約 

賃貸借の節に次のような規定を設けるものとする。 

ア 当事者の一方が相手方の指定する財産を取得してこれを相手方に引き渡

すこと並びに相手方による当該財産の使用及び収益を受忍することを約し，

相手方がその使用及び収益の対価としてではなく当該財産の取得費用等に

相当する額の金銭を支払うことを約する契約については，民法第６０６条

第１項，第６０８条第１項その他の当該契約の性質に反する規定を除き，

賃貸借の規定を準用するものとする。 

イ 上記アの当事者の一方は，相手方に対し，有償契約に準用される売主の

担保責任（部会資料５６第１１，４以下参照）を負わないものとする。 

ウ 上記アの当事者の一方がその財産の取得先に対して売主の担保責任に基

づく権利を有するときは，上記アの相手方は，その当事者の一方に対する

意思表示により，当該権利（解除権及び代金減額請求権を除く。）を取得す

ることができるものとする。 

(2) ライセンス契約 

賃貸借の節に次のような規定を設けるものとする。 

当事者の一方が自己の有する知的財産権（知的財産基本法第２条第２項参

照）に係る知的財産（同条第１項参照）を相手方が利用することを受忍する

ことを約し，相手方がこれに対してその利用料を支払うことを約する契約に

ついては，前記４(2)から(5)まで（賃貸人たる地位の移転等）その他の当該

契約の性質に反する規定を除き，賃貸借の規定を準用するものとする。 

（注）上記(1)(2)のそれぞれについて，規定を設けるべきではないという考え

方がある 

【部会資料４８・１５頁，２２頁】 

（概要） 

 本文(1)は，いわゆるファイナンス・リース契約のうち一定の類型のものについて，新た

に明文規定を設けるものである。 

 本文(1)アは，ある財産の所有者でない者が当該財産の使用収益をすることを内容とする

契約であって，当該財産の使用収益の対価としてではなく金銭を支払うことを約するもの

を対象として，当該契約にはその性質に反しない限り賃貸借に関する規定が準用される旨

を定めるものである。例えば，ファイナンス・リース契約には様々な類型のものがあるた
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め，その中にはユーザーがリース提供者に支払う金銭が使用収益の対価と評価されるもの

（賃貸借と評価されるファイナンス・リース契約）が存在するとの指摘がある一方で，ユ

ーザーがリース提供者に支払う金銭が使用収益の対価とは評価されないものも少なくない

（最判平成７年４月１４日民集４９巻４号１０６３頁等参照）。ファイナンス･リース契約

のうち後者の類型のものは，本文(1)アの契約に該当することになる。ここで準用されない

賃貸借の規定として民法第６０６条第１項（賃貸人の修繕義務）及び第６０８条第１項（賃

借人の必要費償還請求権）が例示されているのは，財産の使用収益をする者が支払う金銭

が当該財産の使用収益の対価ではないため，当該財産の修繕義務や必要費を負担する義務

が発生しないことを根拠とする。 

 本文(1)イは，この契約の当事者の一方が相手方に対して，有償契約に準用される売主の

担保責任を負わない旨を定めるものである。財産の使用収益をする者が支払う金銭が当該

財産の使用収益の対価ではないことから導かれる帰結を明文化するものである。 

本文(1)ウは，当該財産の使用収益をする者が，当該財産の取得者がその取得先に対して

有する売主の担保責任に基づく権利を取得することができる旨を定めるものである。取得

することのできる権利から解除権及び代金減額請求権を除いているのは，これらの権利が

いずれも当該財産の取得者とその取得先との間の契約に対する形成的な効果を与えるもの

にすぎず，損害賠償請求権や瑕疵修補請求権のように当該財産の使用収益をする者の保護

に直接つながるものではないからである。 

 もっとも，以上の本文(1)については，そのような規定を設ける必要はないという考え方

があり，これを（注）で取り上げている。 

本文(2)は，知的財産の利用許諾に関する契約（いわゆるライセンス契約）を対象として，

当該契約にはその性質に反しない限り賃貸借に関する規定が準用される旨を定めるもので

ある。賃貸人たる地位の当然承継に関する前記４(2)から(5)までについては，ライセンス

契約の性質に反するとの指摘があることから，準用されない規定として例示することとし

ている。ライセンス契約には無償のものも多いとの指摘があるが，そのような無償のライ

センス契約を否定する趣旨ではなく，飽くまで典型的なライセンス契約の要素を明文化す

る趣旨のものである。 

もっとも，以上の本文(2)については，ライセンス契約と賃貸借契約とを類似のものとし

て整理するのは相当でないこと等を根拠として，本文のような規定を設けるべきではない

という考え方があり，これを（注）で取り上げている。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４５第１，３(1)イ(ｳ)「敷金返還債務の当然承継」のｂ（旧所有者の敷金返還

債務）［１３頁］ 

○ 部会資料４５第１，４「動産の賃借人と第三者との関係」［１８頁］ 

○ 部会資料４５第１，５(1)「事情変更による賃料の増減額請求権」「一般規定」［２０頁］

○ 部会資料４５第１，６(1)「賃借人の通知義務違反の効果」［２３頁］ 

○ 部会資料４５第１，７(3)「目的物の全部又は一部を一時的に利用することができない場

合の規律」［３０頁］ 
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○ 部会資料４５第１，８「賃貸人の担保責任」［３１頁］ 

○ 部会資料４５第１，９(1)「無断譲渡及び無断転貸を理由とする解除の制限」［３３頁］

○ 部会資料４５第１，１０(3)イ「賃貸人が事業者，賃借人が消費者である場合の特則」［４

０頁］ 

○ 部会資料４５第１，１２「賃貸借に関する規定の配列」［４４頁］ 

 

第４ 使用貸借 

１ 使用貸借の成立等（民法第５９３条関係） 

民法第５９３条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 使用貸借は，当事者の一方がある物を引き渡すことを約し，相手方が引渡

しを受けた物を無償で使用及び収益をした後に返還することを約することに

よって，その効力を生ずるものとする。 

(2) 書面によらない使用貸借は，各当事者が解除することができるものとする。

ただし，借主が目的物を受け取った部分については，この限りでないものと

する。 

【部会資料４５・４４頁】 

（概要） 

 本文(1)は，使用貸借を要物契約とする民法第５９３条の規定を改め，使用貸借を諾成契

約として規律するものである。使用貸借は，経済的な取引の一環として行われることも多

いため，目的物が引き渡されるまで契約上の義務が生じないのでは取引の安定を害するお

それがあり得ることを理由とする。なお，使用貸借の諾成契約化に伴う論点として，使用

貸借に基づく目的物の引渡し前に当事者の一方が破産手続開始，再生手続開始又は更生手

続開始の決定を受けた場合の処理については，特段の規定を設けずに破産法第５３条，民

事再生法第４９条又は会社更生法第６１条の解釈に委ねることとしている。 

 本文(2)は，書面によらない贈与の撤回（解除）に関する民法第５５０条と同様の趣旨の

ものである。もっとも，使用貸借の借主は，書面の有無や目的物の引渡しの有無を問わず，

いつでも使用貸借を解除することができるので（後記２(5)参照），本文(2)の意義は貸主に

解除権を付与するところにある。 

 

２ 使用貸借の終了（民法第５９７条関係） 

民法第５９７条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 当事者が返還の時期を定めたときは，使用貸借は，その時期が到来した時

に終了するものとする。 

(2) 当事者が返還の時期を定めず，使用及び収益の目的を定めたときは，使用

貸借は，借主がその目的に従い使用及び収益を終わった時に終了するものと

する。 

(3) 当事者が返還の時期を定めず，使用及び収益の目的を定めた場合において，

借主がその目的に従い使用及び収益をするのに足りる期間を経過したときは，

貸主は，契約の解除をすることができるものとする。 
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(4) 当事者が返還の時期並びに使用及び収益の目的を定めなかったときは，貸

主は，いつでも契約の解除をすることができるものとする。 

(5) 借主は，いつでも契約の解除をすることができるものとする。 

【部会資料４５・４８頁】 

（概要） 

 本文(1)から(4)までは，民法第５９７条の規定の実質を維持しつつ，同条のように目的

物の返還時期という点に着目した規定ぶりではなく，存続期間の満了（本文(1)(2)）や貸

主による解除（本文(3)(4)）という点に着目した規定ぶりに改めることによって，同条の

規律の内容をより明確にすることを意図するものである。存続期間の満了や貸主による解

除によって使用貸借が終了すると，これによって借主の目的物返還債務が生ずることにな

る。 

本文(5)は，借主による解除について定めるものである。現行法では明文の規定はないが，

一般に使用貸借の借主はいつでも目的物の返還をすることができると解されており，これ

を借主による解除という点に着目した規定ぶりによって明文化するものである。 

 

３ 使用貸借終了後の収去義務及び原状回復義務（民法第５９８条関係） 

民法第５９８条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 借主は，借用物を受け取った後にこれに附属させた物がある場合において，

使用貸借が終了したときは，その附属させた物を収去する権利を有し，義務

を負うものとする。ただし，借用物から分離することができない物又は借用

物から分離するのに過分の費用を要する物については，この限りでないもの

とする。 

(2) 借主は，借用物を受け取った後にこれに生じた損傷がある場合において，

使用貸借が終了したときは，その損傷を原状に復する義務を負うものとする。 

 

（概要） 

 本文(1)は，民法第５９８条の規定のうち収去義務及び収去権に関する規律をより明確に

するものであり，使用貸借の借主の収去義務及び収去権に関する一般的な理解を明文化す

るものである（賃貸借に関する前記第３，１３(1)参照）。 

 本文(2)は，民法第５９８条の規定のうち原状回復義務に関する規律をより明確にするも

のであり，使用貸借の借主の原状回復義務に関する一般的な理解を明文化するものである。

賃貸借の場合（前記第３，１３(2)参照）とは異なり，通常損耗の回復が原状回復義務に含

まれるかどうかについては，個々の使用貸借契約の趣旨によって様々であると考えられる

ことから，デフォルトルールは置かないこととしている。 

 

４ 損害賠償及び費用償還の請求権に関する期間制限（民法第６００条関係） 

民法第６００条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 契約の趣旨に反する使用又は収益によって生じた損害の賠償は，貸主が目

的物の返還を受けた時から１年以内に請求しなければならないものとする。 
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(2) 上記(1)の損害賠償請求権については，貸主が目的物の返還を受けた時から

１年を経過するまでの間は，消滅時効は，完成しないものとする。 

(3) 借主が支出した費用の償還請求権に関する期間制限の部分を削除するもの

とする。 

【部会資料４５・４８頁】 

（概要） 

 借主の用法違反による貸主の損害賠償請求権及び借主の費用償還請求権に関する期間制

限について，賃貸借に関する前記第３，１４と同様の扱いをするものである。賃貸借と同

様に扱うという限りにおいて，現行法を維持するものである。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４５第２，２「使用貸借の借主と第三者との関係」［４６頁］ 

○ 部会資料４５第２，３「使用貸借の貸主の担保責任」［４７頁］ 

○ 部会資料４５第２，４(2)「新たな終了事由」［４９頁］ 

 

第５ 請負 

１ 仕事が完成しなかった場合の報酬請求権・費用償還請求権 

(1) 請負人が仕事を完成することができなくなった場合であっても，次のいず

れかに該当するときは，請負人は，既にした仕事の報酬及びその中に含まれ

ていない費用を請求することができるものとする。 

ア 既にした仕事の成果が可分であり，かつ，その給付を受けることについ

て注文者が利益を有するとき 

イ 請負人が仕事を完成することができなくなったことが，請負人が仕事を

完成するために必要な行為を注文者がしなかったことによるものであると

き 

(2) 解除権の行使は，上記(1)の報酬又は費用の請求を妨げないものとする。 

(3) 請負人が仕事を完成することができなくなった場合であっても，それが契

約の趣旨に照らして注文者の責めに帰すべき事由によるものであるときは，

請負人は，反対給付を請求することができるものとする。この場合において，

自己の債務を免れたことによって利益を得たときは，これを注文者に償還し

なければならないものとする。 

（注）上記(1)イについては，規定を設けるべきでないという考え方がある。 

【部会資料４６・５頁，３５頁】 

（概要） 

請負報酬を請求するには仕事を完成させることが必要であり，仕事を完成させることが

できなくなかった場合には報酬を請求することができないのが原則であるが，本文は，そ

の例外として，請負人が報酬を請求することができる場合及びその範囲についての規律を

設けるものである。 

本文(1)は，請負報酬の全額を請求することはできないが，既に履行された部分に対応す
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る報酬を請求することができる場合について規定するものである。まず，アは，既に完成

した部分が可分でその給付を受けることについて注文者に利益がある場合であり，判例法

理（最判昭和５６年２月１７日判時９９６号６１頁など）を踏まえたものである。次に，

イは，注文者が必要な行為をしなかった（材料を提供することや，目的物を適切に保存す

ることなど）ために請負人が仕事を完成させることはできなくなった場合である。この場

合には，仕事を完成させることができなかったことについて注文者側に原因がある以上，

請負人が現実に仕事をした部分については報酬を請求することができることとするのが公

平であると考えられるため，その旨の新たな規定を設けるものである。本文(3)によれば，

契約の趣旨に照らして注文者の責めに帰すべき事由があるときは反対給付を請求すること

ができることになるが，本文(1)イによれば，必要な行為を注文者がしなかったことについ

て帰責事由がない場合であっても既履行分の報酬を請求することができる点で意味がある。 

本文(2)は，請負人の債務不履行を理由として注文者が請負の解除をした場合であっても，

本文(1)の報酬又は費用の請求は妨げられないとするものである。本文(1)の場合には注文

者は請負を解除することができるが，これによって請負人の報酬請求権等が失われるとす

ると，本文(1)で報酬請求権等を認めた趣旨が失われるからである。 

本文(3)は，請負に関して民法第５３６条第２項を維持するものである。ただし，請負に

おいては仕事を完成させなければ報酬請求権が発生しないとされていることから，「反対給

付を受ける権利を失わない」という同項の表現によっては，仕事が完成しなかった場合の

報酬請求権の報酬請求権の発生を基礎づけることができないと考えられる。そこで，同項

の表現を「反対給付を請求することができる」と改めることを提案している。 

 

２ 瑕疵担保責任 

(1) 瑕疵修補請求権の限界（民法第６３４条第１項関係） 

民法第６３４条第１項の規律を次のように改めるものとする。 

仕事の目的物が契約の趣旨に適合しない場合には，注文者は，請負人に対

し，相当の期間を定めて，その修補の請求をすることができるものとする。

ただし，修補請求権について履行請求権の限界事由（部会資料５３第７，３）

があるときは，この限りでないものとする。 

【部会資料４６・１４頁】 

（概要） 

仕事の目的物に瑕疵がある場合における注文者の修補請求権（民法第６３４条第１項）

に関して，その限界を定める同項ただし書の規律を改め，売買の目的物が契約に適合しな

い場合（部会資料５６第１１，４(1)第２文）と同様に，履行請求権の限界事由の一般原則

に従うものとするものである。その際，「瑕疵」という用語も，売主の担保責任の見直しと

の平仄を合わせ，契約の趣旨との適合性を問う表現を用いることとしている。 

 

(2) 瑕疵を理由とする解除（民法第６３５条関係） 

民法第６３５条を削除するものとする。 

【部会資料４６・１６頁，１８頁】 
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（概要） 

民法第６３５条本文は，仕事の目的物に瑕疵があるために契約目的を達することができ

ない場合には注文者は契約を解除することができることを規定しているが，仕事の目的物

に瑕疵があることは請負人の債務不履行の一場面であるから，債務不履行による契約の解

除一般について，債務不履行によって契約の目的を達することができない場合には契約を

解除することができるという規律（部会資料５４，第１，１［１頁］）を設けるとすると，

規律の内容が重複することになる。そこで，仕事の目的物に瑕疵があるために契約の目的

を達することができない場合の解除については債務不履行による契約の解除に関する一般

的な規定に委ね，同条本文を削除することを提案している。 

民法第６３５条ただし書は，仕事の目的物が土地の工作物である場合には，瑕疵がある

ために契約目的を達することができない場合であっても解除することができないことを規

定している。これは，土地の工作物が目的物である場合に解除を認めると請負人の負担が

大きくなることなどを理由とするが，裁判例には，建築請負の目的物に重大な瑕疵がある

ために建て替えざるを得ない場合に建替費用相当額の損害賠償を認めたもの（最判平成１

４年９月２４日判時１８０１号７７頁）があり，この立場を推し進めれば，解除を認める

ことも可能であると考えられる。また，同条ただし書の趣旨として，解除を認めて土地工

作物を撤去することは社会経済的に損失であることも挙げられるが，注文者の下に，契約

目的を達することができない程度に重大な瑕疵がある工作物があったとしても，それが有

効に利用されることを期待することは現実的ではない。以上から，同条ただし書による解

除の制限は必ずしも合理的ではないと考えられる。 

そこで，本文では，民法第６３５条の本文及びただし書の規律をいずれも削除すること

を提案している。 

 

(3) 仕事の目的物が契約に適合しない場合の注文者の権利の期間制限 

民法第６３７条の規律を次のいずれかの案のように改めるものとする。 

【甲案】 民法第６３７条を削除する（消滅時効の一般原則に委ねる）もの

とする。 

【乙案】 消滅時効の一般原則に加え，仕事の目的物が契約の趣旨に適合し

ないことを注文者が知ったときから［１年以内］にその適合しないこと

を請負人に通知しないときは，注文者は，請負人に対し，その適合しな

いことに基づく権利を行使することができないものとする。ただし，請

負人が，引渡しの時に，仕事の目的物が契約の趣旨に適合しないことを

知り，又は重大な過失によって知らなかったときは，この限りでないも

のとする。 

（注）乙案について，引渡時（引渡しを要しない場合には仕事の完成時）か

ら期間を起算するという考え方がある。 

【部会資料４６・２１頁】 

（概要） 

仕事の目的物が契約に適合しない場合の注文者の権利の存続期間について，売買の目的
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物が契約に適合しない場合の売主の責任（部会資料５５第１１，６）と同様の規律を設け

ることを提案するものである。 

甲案は，仕事の目的物の瑕疵に関して民法第６３７条により消滅時効の一般原則とは別

に設けられている期間制限（引渡時又は仕事完成時から１年）を廃止し，仕事の目的物が

契約に適合しなかった場合の注文者の権利の期間制限を消滅時効の一般原則に委ねること

を提案するものである。 

乙案は，消滅時効の一般原則とは別に，仕事の目的物が契約に適合しない場合の注文者

の責任について固有の期間制限を維持した上で，期間制限の内容を，売買の目的物が契約

に適合しない場合における買主の権利の期間制限に関する部会資料５５第１１，６の乙案

と同様の規律に改めることを提案するものである。売買と請負は，現実の取引においては

類似していることもあり，目的物が契約に適合しない場合の取扱いを売買と請負とで異に

するのは合理的でないと考えられるからである。具体的には，まず，民法第６３７条は，

制限期間の起算点を引渡しの時（引渡しを要しないときは仕事が終了した時）としている

が，これを民法第５６４条と同様に事実を知った時と改めることを提案している。また，

注文者の権利を保存するためにこの期間中にすることが必要な行為についても，売買にお

けるのと同様に，瑕疵があったことを通知すれば足りるとすることを提案している。その

上で，請負人が，引渡しの時に，仕事の目的物が契約に適合しないことを知り，又は重大

な過失によって知らなかったときは，期間制限を適用しないものとしている。この場合に

は消滅時効の一般原則に委ねることとなる。 

これに対し，基本的に乙案の考え方によりつつ，期間の起算点については，民法第６３

７条と同様に引渡時（引渡しを要しない場合には仕事の完成時）とする考え方があるので，

この考え方を注記している。 

 

(4) 土地工作物の瑕疵についての請負人の担保責任の存続期間 

民法第６３８条を削除するものとする。 

【部会資料４６・２６頁】 

（概要） 

前記(3)について甲案を採ると，担保責任についての短期の期間制限が廃止されて消滅時

効の規律に委ねられることになるが，契約に適合しない目的物が土地の工作物である場合

について，注文者の権利の存続期間を一般的に消滅時効期間よりも長くする必要性は乏し

いと考えられる。また，乙案を採る場合には，制限期間の起算点が，目的物が契約に適合

しないことを注文者が知った時となるが，目的物が土地の工作物であっても，契約に適合

しないことが注文者に明らかになった以上，通知期間を他の一般的な場合に比べて長期の

ものとする必要性は乏しい（民法第６３８条第２項参照）。以上から，民法第６３８条第１

項の削除をすることとしている。 

民法第６３８条第２項は，土地の工作物が滅失などしたときは注文者にとって瑕疵の存

在が明白になることから同条第１項の制限期間を短縮したものであるが，前記(3)について

乙案を採る場合には，仕事の目的物が契約に適合しない場合の注文者の権利一般について

同項と同様の趣旨に基づく規定が設けられることになるから，同項の規定は不要になる。
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他方，前記(3)について甲案を採るときは，消滅時効一般について権利者の認識に着目した

起算点の考え方（部会資料５４第７，２の乙案）が取り入れられるのであればそれによれ

ば足りると考えられ，消滅時効一般についてその考え方を取り入れないのであれば，それ

にもかかわらず土地工作物の瑕疵に基づく担保責任についてのみ注文者の認識に着目した

起算点の考え方を取り入れる必要はないと考えられる。そこで，同項も削除することを提

案している。 

 

(5) 瑕疵担保責任の免責特約（民法第６４０条） 

民法第６４０条の規律を改め，請負人は，担保責任を負わない旨の特約を

したときであっても，請負人は，目的物の引渡時（引渡しを要しない場合に

は，仕事の完成時）に仕事の目的物が契約に適合しないことを知っていたと

きは，その責任を免れることができないものとする。 

【部会資料４６・３０頁】 

（概要） 

請負における瑕疵担保責任の免責特約がある場合であっても，請負人が瑕疵の存在を知

っていたときは，それを告げたかどうかにかかわらず責任を免れることができないものと

して，民法第６４０条の規律を改めるものである。同条の文言によれば，請負人が瑕疵の

存在を知っていてもそれを告げさえすれば瑕疵担保責任は免責されるようにも読めるが，

自分の債務の履行が完全でないことを知っているにもかかわらず，それを単に注文者に告

げるだけで担保責任を免責されるとするのは妥当ではないと考えられるからである。 

 

３ 注文者についての破産手続の開始による解除（民法第６４２条） 

民法第６４２条第１項前段の規律を改め，注文者が破産手続開始の決定を受

けた場合において，請負人が仕事を完成しない間は，請負人又は破産管財人は，

契約の解除をすることができるものとする。 

【部会資料４６・３４頁】 

（概要） 

請負人による仕事の完成は報酬の支払に対する先履行とされており（民法第６３３条），

注文者による支払が危殆化した場合であっても請負人が積極的に役務を提供して仕事を完

成させる義務を負い続けるとすると請負人は多額の損害を受けるおそれがあることから，

民法第６４２条は請負契約の当事者双方に解除権を与えたとされている。このような趣旨

からすると，仕事が既に完成し，請負人がその後積極的に役務を提供して仕事を完成させ

ることが不要になった場合には，民法第６４２条第１項による解除を認める必要はないと

考えられる。また，同項によって請負が解除された場合には，既にされた仕事の結果は破

産財団に帰属するとするのが判例（最判昭和５３年６月２３日集民１２４号１４１頁）で

あるから，完成後引渡前に破産管財人による契約の解除を認めると，破産財団は完成した

目的物の権利を取得し，実質的には破産法第５３条に基づいて破産管財人が履行を選択し

たのと同様の結果が生ずるのに，報酬債権は破産債権として行使することができるにとど

まることになり，バランスを失する。そこで，本文は，同項の規律を改め，注文者につい
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ての破産手続開始による解除をすることができるのは，請負人が仕事を完成しない間に限

定するものとすることを提案している。 

民法第６４２条第１項を本文のように改正すると，仕事完成後引渡前の法律関係が問題

になるが，この点については破産法の解釈に委ねられる。 

なお，本文記載の提案の検討に当たっては倒産法との関係にも留意する必要がある。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４６第１，１「注文者の義務」［１頁］ 

○ 部会資料４６第１，２(1)「報酬の支払時期（民法第６３３条）」［３頁］ 

○ 部会資料４６第１，３「完成した建物の所有権の帰属」［１１頁］ 

○ 部会資料４６第１，４「報酬減額請求権の要否」［２０頁］ 

○ 部会資料４６第１，５(1)「注文者の任意解除権に対する制約」［３２頁］ 

○ 部会資料４６第１，５(2)「注文者が任意解除権を行使した場合の損害賠償の範囲（民法

第６４１条）」 

○ 部会資料４６第１，８(1)「下請負に関する原則」［３８頁］ 

○ 部会資料４６第１，８(2)「下請負人の直接請求権」［３８頁］ 

○ 部会資料４６第１，８(3)「下請負人の請負の目的物に対する権利」［４１頁］ 

○ 部会資料４６第１，９「請負の意義（民法第６３２条）」［４３頁］ 

 

第６ 委任 

１ 受任者の自己執行義務 

(1) 受任者は，委任者の許諾を得たとき，又はやむを得ない事由があるときで

なければ，復受任者を選任することができないものとする。 

(2) 代理権の授与を伴う復委任において，復受任者は，委任者に対し，その権

限の範囲内において，受任者と同一の権利を有し，義務を負うものとする。 

(3) 民法第１０５条を削除するものとする。 

【部会資料４６・５１頁】 

（概要） 

復受任の可否や委任者と復受任者の関係については固有の規定がなく，代理の規定が類

推適用されてきた。本文は，委任者と受任者及び復受任者との関係（内部関係）について，

委任の箇所に固有の規定を設けることを提案するものである。 

本文(1)は，民法第１０４条を委任に類推適用すべきであるとする学説に従い，同条と同

内容の規定を委任において設けるものである。債務者は，契約で禁止されている場合又は

債務の性質上許されない場合のほか，債務の履行に当たって第三者を使用することができ

るのが原則であるが，委任関係は当事者間の信頼関係を基礎とするから，同条を類推適用

することにより，委任事務は原則として自ら処理しなければならず，同条に規定する場合

のほかは第三者に委任事務を処理させることはできないとされてきた。これは，復受任者

を選任して委任事務を処理させることが受任者の債務不履行に該当するかどうかという点

では委任の内部関係に関する規律であるので，これと同内容の規定を委任においても設け
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るべきであると考えられる。 

本文(2)は，民法第１０７条第２項の規定のうち復代理人と本人との関係に関する部分を

委任の箇所に移動させるものである。同項によれば，復代理人は本人及び第三者に対して

代理人と同一の権利を有し，義務を負うものとしているが，このうち，復代理人と本人と

の関係に関する部分は委任の内部関係に関するものであるから，委任の箇所に設けるのが

適当であると考えられるからである。もっとも，復代理人が本人に対して代理人と同一の

権利・義務を有するのは，受任者が処理することとされた委任事務のうち，復受任者の権

限の範囲とされた部分についてのみであることには異論がない。本文(2)は，このことも併

せて明文化することを提案している。 

本文(3)では，民法第１０５条を削除するものである。同条は，復代理人を選任した代理

人の本人に対する責任を規定するものであるが，一般に，債務者は，債権者が履行補助者

の選任を許諾した場合等であっても，履行補助者の行為によって債務不履行が生じた場合

にはその責任を負うのであり，その責任が履行補助者の選任又は監督の責任に縮減される

わけではない。このことは，委任についても当てはまるものであり，受任者が復受任者を

選任することができる場合であっても，その責任が縮減されると解する理由はないと考え

られる。  

 

（備考）代理に関する規定の改正について 

本文記載のとおり，委任者と受任者との関係，委任者と復受任者との関係に関する規定

を委任の箇所に設けるとすると，これに応じて代理に関する規定も改める必要が生ずる。 

民法第１０４条は復代理人を選任する要件を定めるものであるが，同条には，この要件

が満たされた場合には復代理人が有効に選任され，復代理人の行為が本人に帰属すること

になるという側面と，この要件が満たされないまま復代理人を選任しても本人に対する債

務不履行責任が生ずるという側面がある。このように，同条は代理の内部関係に関するも

のであるだけでなく，外部関係に関するものであるため，本文(1)のような規定を設けると

しても，同条をそのまま存置しておく必要がある。 

本文(2)のとおり，復受任者の委任者に対する権利義務が復受任者の権限の範囲内のもの

であることを明示するのであれば，民法第１０７条第２項についても，同様に，「復代理人

は，その権限の範囲内において，第三者に対して代理人と同一の権利を有し，義務を負う。」

などと改めることが考えられる。 

このほか，民法第１０６条は法定代理人による復代理人の選任に関する規定であるが，

本文(3)のとおり同法第１０５条を削除するのであれば，同法第１０６条後段を「この場合

において，やむを得ない事由があるときは，法定代理人は，復代理人の選任及び監督の責

任のみを負う。」などと改める必要がある。 

 

２ 受任者が受けた損害の賠償義務（民法第６５０条第３項） 

民法第６５０条第３項の規律に付け加えて，委任事務が専門的な知識又は技

能を要するものである場合において，その専門的な知識又は技能を有する者で

あればその委任事務の処理に伴ってその損害が生ずるおそれがあることを知り
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得たときは，同項を適用しないものとする。 

【部会資料４６・６３頁】 

（概要） 

民法第６５０条第３項は，受任者が過失なく受けた損害は，委任者が自ら当該事務を処

理していたら委任者自身に生じていたであろうと言えるから委任者が負担すべきであると

いう考え方に基づくとされているが，今日多く見られる専門家への委任は，委任者が自ら

行うことができない仕事を対象としており，同項の趣旨は必ずしも妥当しない。このよう

な委任契約においては，当該委任事務に通常伴うと考えられるリスクが顕在化した場合の

損害は受任者が負担するというのが当事者の通常の意思であると考えられるし，受任者は

委任事務の処理にどのようなリスクが伴うかを予測できるから，そのリスクを対価に反映

させることもできる。そこで，専門的な知識・技能を要する委任事務を内容とする委任契

約においては，その専門的知識・技能を有する者であれば予測することができるリスク要

因が顕在化したために受任者に損害が生じた場合には，デフォルトルールとしては，民法

第６５０条第３項を適用せず，その損害を受任者が負担するものとしている。 

 

３ 報酬に関する規律 

(1) 無償性の原則の見直し（民法第６４８条第１項関係） 

民法第６４８条第１項を削除するものとする。 

【部会資料４６・６６頁】 

（概要） 

民法第６４８条第１項は，委任の無償性の原則を定めたものであるとされているが，委

任において無償を原則とすることは必ずしも今日の取引に適合しないと考えられる。そこ

で，同項を削除することとしている。 

 

(2) 報酬の支払時期（民法第６４８条第２項関係） 

民法第６４８条第２項の規律に付け加えて，委任事務を処理したことによ

る成果に対して報酬を支払うことを定めた場合には，目的物の引渡しを要す

るときは引渡しと同時に，引渡しを要しないときは成果が完成した後に，こ

れを請求することができるものとする。 

【部会資料４６・６８頁，６９頁】 

（概要） 

民法第６４８条第２項を基本的に維持した上で，成果が完成した場合にその成果に対し

て報酬を支払うという報酬支払方式が採られている場合の規律を付加するものである。完

成した成果に対して報酬が支払われる方式は請負における報酬と類似することから，請負

に関する同法第６３３条と同様に，目的物の引渡しを要するときは引渡しと同時に，引渡

しを要しないときは成果が完成した後に，報酬を請求することができるものとしている。 
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(3) 委任事務の全部又は一部を処理することができなくなった場合の報酬請求

権（民法第６４８条第３項関係） 

ア 民法第６４８条第３項の規律を改め，委任事務の一部を処理することが

できなくなったときは，受任者は，既にした履行の割合に応じて報酬を請

求することができるものとする。ただし，委任事務を処理したことによる

成果に対して報酬を支払うことを定めた場合は，次のいずれかに該当する

ときに限り，既にした履行の割合に応じて報酬を請求することができるも

のとする。 

(ｱ) 既にした委任事務の処理の成果が可分であり，かつ，その給付を受け

ることについて委任者が利益を有するとき 

(ｲ) 受任者が委任事務の一部を処理することができなくなったことが，受

任者が成果を完成するために必要な行為を委任者がしなかったことによ

るものであるとき 

イ 受任者が委任事務の全部又は一部を処理することができなくなった場合

であっても，それが契約の趣旨に照らして委任者の責めに帰すべき事由に

よるものであるときは，受任者は，反対給付を請求することができるもの

とする。この場合において，自己の債務を免れたことによって利益を得た

ときは，これを委任者に償還しなければならない。 

（注）上記ア(ｲ)については，規定を設けるべきでないという考え方がある。 

【部会資料４６・７１頁】 

（概要） 

民法第６４８条第３項は，委任が受任者の帰責事由によらずに中途で終了した場合には，

既履行部分の割合に応じて報酬を請求することができるとしているが，予定された委任事

務の一部しか処理されないままに終わった原因にかかわらず，既履行部分については受任

者は委任事務を処理し，委任者もこれによって利益を受けていると考えられるから，原則

的な規律としては，既履行部分の割合に応じた報酬請求権を認めることが合理的である。

そこで，本文アの第１文は，同項のうち「責めに帰すべき事由によらずに」の部分を削除

し，委任事務の一部を処理することができなくなった場合には，既にした履行の割合に応

じて報酬を請求することができるものとしている。 

本文アの第２文は，成果が完成したときにその成果に対して委任の報酬が支払われるこ

とが合意されていた場合において，委任事務の一部の処理が不可能になった場合の報酬請

求権に関するものである。この場合には，その成果が完成しなかった以上，報酬を請求す

ることができないのが原則であるが，この原則に対する例外として，既にした履行の割合

に応じて報酬を請求することができる場合を定めている。第１に，既に履行された委任事

務の処理の成果が可分で，その給付を受けることについて委任者に利益がある場合である。

第２に，委任者が必要な行為をしなかったことによって委任者が委任事務の一部を処理す

ることができなくなった場合であって，かつ，その行為をしなかったことについて委任者

に帰責事由がない場合である。いずれも，請負に関する第５，１(1)アイと同様の規定を設

けることを提案するものである。 
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本文イは，委任に関して民法第５３６条第２項の規律を維持するものである。ただし，

委任契約においては，委任事務を処理しなければ報酬請求権が発生しないとされているこ

とから，「反対給付を受ける権利を失わない」という同項の表現によっては，委任事務が現

に履行されなかった部分についての報酬請求権の発生を基礎づけることができない。そこ

で，同項とは異なり「反対給付を請求することができる」という表現としている。 

 

４ 委任の終了に関する規定 

(1) 委任契約の任意解除権（民法第６５１条関係） 

民法第６５１条の規律を維持した上で，次のように付け加えるものとする。 

委任が受任者の利益をも目的とするものである場合（その利益が専ら報酬

を得ることによるものである場合を除く。）において，委任者が同条第１項に

よる委任の解除をしたときは，委任者は，受任者の損害を賠償しなければな

らないものとする。ただし，やむを得ない事由があったときはこの限りでな

いものとする。 

【部会資料４６・７６頁】 

（概要） 

判例は，委任契約が受任者の利益をも目的とする場合には，委任者は原則として民法第

６５１条に基づいて委任を解除することができないとする（大判大正９年４月２４日民録

２６輯５６２頁）。しかし，委任者が解除権を放棄したものとは解されない事情がある場合

には委任を解除することができ，ただし受任者は委任者に損害賠償を請求することができ

るとしており（最判昭和５６年１月１９日民集３５巻１号１頁），結論的には，委任の解除

を広く認めていると言われている。本文は，このような判例への評価を踏まえて，委任が

受任者の利益をも目的とする場合であっても原則として委任を解除することができるが，

委任者が解除をしたときは，受任者の損害を賠償しなければならないとするものである。 

また，判例は，委任が受任者の利益をも目的とする場合であっても，やむを得ない事情

がある場合には損害を賠償することなく委任を解除することができるとしている（最判昭

和５６年１月１９日民集３５巻１号１頁）。そこで，このことを本文の第２文で明らかにし

ている。 

 

（備考） 

現在の判例法理の下では，委任が受任者の利益をも目的とするものであるときは，原則

として解除が否定されることになる。したがって，契約が終了したかどうかが訴訟におい

て争点になった場合には，委任者が解除を主張したのに対し，受任者は，当該委任が受任

者の利益をも目的とするものであることを主張して解除の効力を争うことができ，さらに，

これに対し，委任者が，解除権を放棄したとは解されない事情又はやむを得ない事情を主

張することになる。これに対し，本文記載の改正がされた場合には，受任者は当該委任が

受任者の利益をも目的とすると主張立証することによっては解除の効力を否定することが

できず，損害賠償を請求することができるに過ぎないことになる。 

受任者が損害賠償を請求するには，受任者は，委任者が委任を解除したこと，その委任
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が受任者の利益をも目的とするものであること，解除によって受任者に損害が生じたこと

及びその数額を主張し，委任者がやむを得ない事情を抗弁として主張することになる。損

害賠償の攻撃防御についてはこれまでと変更はない。 

 

(2) 破産手続開始による委任の終了（民法第６５３条第２号関係） 

民法第６５３条第２号の規律を次のように改めるものとする。 

ア 有償の委任において，委任者が破産手続開始の決定を受けたときは，受

任者又は破産管財人は，委任の解除をすることができるものとする。この

場合において，受任者は，既にした履行の割合に応じて報酬を請求するこ

とができるものとする。 

イ 上記アの場合には，契約の解除によって生じた損害の賠償は，破産管財

人が契約の解除をした場合における受任者に限り，請求することができる

ものとする。この場合において，受任者は，その損害賠償について，破産

財団の配当に加入するものとする。 

ウ 受任者が破産手続開始の決定を受けたときは，委任者は，委任の解除を

することができるものとする。 

【部会資料４６・８１頁】 

（概要） 

民法第６５３条第２号は，委任者又は受任者が破産手続開始の決定を受けたときは委任

は終了すると規定しているが，当然に委任を終了させる必要性には疑問もあることから，

同号の規律を改めるものである。 

本文ア及びイは，委任者が破産手続開始の決定を受けた場合に委任が終了する理由が，

委任者が管理処分権を失うからであると理解されていることを踏まえると，委任の内容等

にかかわらず当然に終了するものとする必要はないことから，有償の委任について，請負

に関する民法第６４２条と同様の規定に改めるものである。また，これと合わせて，委任

が解除された場合の報酬請求権や損害賠償請求権の扱いについても，同条と同様の規律を

設けることとしている。 

本文ウは，受任者が破産手続開始の決定を受けた場合に委任が終了する理由が，委任は

当事者間の信頼関係を基礎とするからであるとされていることを踏まえると，当然に委任

を終了させる必要はなく，委任を終了させるかどうかは委任者の判断に委ねれば足りると

考えられることから，委任者に解除権を与えることとしている。 

なお，本文記載の提案の検討に当たっては倒産法との関係にも留意する必要がある。 

 

（備考）委任者の破産において当然終了を改める理由 

判例は，委任者が破産手続開始の決定を受けたことによって委任が終了するのは，委任

者が自らすることができなくなった財産の管理又は処分に関する行為は受任者もすること

ができないからであるとしており（最判平成２１年４月１７日判例タイムズ１２９７号１

２４頁），破産管財人の管理処分権と無関係な行為について委任関係は当然には終了しない

としている（上記平成２１年最判，最判平成１６年６月１０日民集５８巻５号１１７８頁）。
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このように，判例によると，条文の規定にかかわらず，全ての委任が当然に終了するとは

されていない。他方，有償の委任が終了しない場合には，委任者が破産手続開始の決定を

受けた後，受任者が委任事務を処理したとしても報酬の支払を受けることができるかどう

かに疑問が生ずるので，請負に関する民法第６４２条と同様に，受任者に解除権を与える

必要がある。 

以上から，例えば，委任が専ら破産管財人の権限に属する行為を対象とするものである

ときは当然に終了し，それ以外の有償の委任においては破産管財人又は受任者が解除する

ことができるものとすることが考えられる。しかし，このような規律を設けるとすると，

委任には，受任者が破産手続開始決定を受けると当然に終了するものと解除によって初め

て終了するものとがあることになるが，このような区別を設けるよりも，一律に解除に委

ねるものとした方が簡明である。そこで，本文では，委任事務の内容にかかわらず，一律

に解除に委ねるものとしている。 

なお，本文のような規律を設けた場合には，委任事務が専ら破産管財人の権限に属する

行為であるにもかかわらず委任が解除されないということが論理的には生じ得る。この場

合には，委任は継続するが，受任者が処理することができる事務はないことになると考え

られる。 

 

５ 準委任 

(1) 民法第６５６条の規律を維持した上で，次のように付け加えるものとする。 

法律行為でない事務の委託であって，［受任者の選択に当たって，知識，経

験，技能その他の当該受任者の属性が主要な考慮要素になっていると認めら

れるもの以外のもの］については，前記１（自己執行義務），民法第６５１条，

第６５３条（受任者が破産手続開始の決定を受けた場合に関する部分を除

く。）を準用しないものとする。 

(2) 上記(1)の準委任の終了について，次の規定を設けるものとする。 

ア 当事者が準委任の期間を定めなかったときは，各当事者は，いつでも解

約の申入れをすることができる。この場合において，準委任契約は，解約

の申入れの日から［２週間］を経過することによって終了する。 

イ 当事者が準委任の期間を定めた場合であっても，やむを得ない事由があ

るときは，各当事者は，直ちに契約の解除をすることができる。この場合

において，その事由が当事者の一方の過失によって生じたものであるとき

は，相手方に対して損害賠償の責任を負う。 

ウ 無償の準委任においては，受任者は，いつでも契約の解除をすることが

できる。 

（注）上記(1)については，規定を設けるべきでないという考え方がある。 

【部会資料４６・８３頁】 

（概要） 

本文(1)は，法律行為でない事務の委託について委任の規定を準用するという民法第６５

６条を原則として維持することを提案するものである。しかし，「法律行為でない事務の委
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託」にはさまざまなものが含まれ，必ずしも委任の規定の全てを準用するのが適当である

とは言えない。そこで，本文(1)では，準委任の一部については，委任の規定のうちいくつ

かのものを準用しないこととしている。具体的には，事務処理の委託のうち［，受任者の

選択に当たって，知識，経験，技能その他の当該受任者の属性が主要な考慮要素になって

いると認められるもの以外のもの］については，基本的には受任者が委任者のためにその

事務を処理するという点で委任契約と類似しており，善管注意義務など委任に関する規定

を準用するのが適当であるが，前記１（自己執行義務），民法第６５１条（任意解除権。前

記４(1)参照），同法第６５３条（委任の終了。ただし，受任者が破産手続開始の決定を受

けた場合に関する部分を除く。前記４(2)参照）を準用しないこととしている。これらの規

定は，受任者の個性に着目し，当該受任者との信頼関係を基礎とするものであるからこそ

妥当するものであり，このような特殊な関係にない，通常の事務処理契約には必ずしも妥

当しないと考えられるからである。 

本文(2)は，［受任者の選択に当たって，知識，経験，技能その他の当該受任者の属性が

主要な考慮要素になっていると認められるもの以外のもの］について民法第６５１条が準

用されないことから，その終了についての規定を設けるものである。本文(2)のア及びイは，

雇用に関する同法第６２７条第１項，第６２８条と同様の規定を設けることを提案するも

のである。本文(2)ウは，無償の準委任についての特則を設けるものであり，これは受任者

の好意に基づく性格を持つことから，受任者に対する契約の拘束力を緩和し，受任者はい

つでも契約を解除することができるものとすることを提案している。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４６第２，１(1)「受任者の指図遵守義務」［４７頁］ 

○ 部会資料４６第２，１(2)「受任者の忠実義務」［４９頁］ 

○ 部会資料４６第２，１(4)「受任者の報告義務」［５６頁］ 

○ 部会資料４６第２，１(5)「委任者の財産についての委任者の保管義務」［５７頁］ 

○ 部会資料４６第２，１(6)「委任者の金銭の消費についての責任（民法第６４７条）」［５

８頁］ 

○ 部会資料４６第２，２(1)「委任者が債務を負担したときの解放義務（民法第６５０条第

２項）」［６０頁］ 

○ 部会資料４６第２，２(3)「受任者が受けた損害の賠償義務についての消費者契約の特則

（民法第６５０条第３項）」 

○ 部会資料４６第２，４(2)「委任者死亡後の事務処理を委託する委任（民法第６５３条第

１号）」 

○ 部会資料４６第２，６(1)「媒介の委託に関する規定」［８６頁］ 

○ 部会資料４６第２，６(2)「取次ぎの委託に関する規定」［８８頁］ 

○ 部会資料４６第２，６(3)「他人の名で契約をした者の履行保証責任」［９１頁］ 

 

第７ 準委任に代わる役務提供型契約の受皿規定 
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【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４７第１，１「役務提供者の義務に関する規律」［１頁］ 

○ 部会資料４７第１，２「役務受領者の義務に関する規律」［４頁］ 

○ 部会資料４７第１，３(1)「役務提供者が事業の範囲で役務を提供する場合の有償性の推

定」［５頁］ 

○ 部会資料４７第１，３(2)「報酬の支払方式」［６頁］ 

○ 部会資料４７第１，３(3)「報酬の支払時期」［６頁］ 

○ 部会資料４７第１，３(4)「役務提供の履行が不可能な場合の報酬請求権」［７頁］ 

○ 部会資料４７第１，４「役務提供契約の解除に関する規律」［１１頁］ 

○ 部会資料４７第１，５「役務受領者について破産手続が開始した場合の規律」［１６頁］

○ 部会資料４７第１，６「その他の規定の要否」［１７頁］ 

○ 部会資料４７第１，７「役務提供型契約に関する規定の編成方式」［１８頁］ 

 

第８ 雇用 

１ 報酬に関する規律（労務の履行が中途で終了した場合の報酬請求権） 

(1) 労働者が労務を中途で履行することができなくなった場合には，労働者は，

既にした履行の割合に応じて報酬を請求することができるものとする。 

(2) 労働者が労務を履行することができなくなった場合であっても，それが契

約の趣旨に照らして使用者の責めに帰すべき事由によるものであるときは，

労働者は，反対給付を請求することができるものとする。この場合において，

自己の債務を免れたことによって利益を得たときは，これを使用者に償還し

なければならないものとする。 

【部会資料４７・２０頁】 

（概要） 

本文(1)は，労働者が労務を中途で履行することができなくなった場合における労働者の

報酬請求権の発生根拠について，民法第６４８条第３項を参照して，異論のない解釈を明

文化するものである。 

本文(2)は，雇用に関して民法第５３６条第２項の規律を維持するものである。ただし，

雇用契約においては，労務を履行しなければ報酬請求権が発生しないとされていることか

ら，「反対給付を受ける権利を失わない」という同項の表現によっては，労務が現に履行さ

れなかった部分についての報酬請求権の発生を基礎づけることができない。そこで，同項

の表現を「反対給付を請求することができる」と改めることを提案している。 

 

２ 期間の定めのある雇用の解除（民法第６２６条関係） 

民法第６２６条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 期間の定めのある雇用において，５年を超える期間を定めたときは，当事

者の一方は，５年を経過した後，いつでも契約を解除することができるもの

とする。 

(2) 上記(1)により契約の解除をしようとするときは，２週間前にその予告をし
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なければならないものとする。 

【部会資料４７・２６頁（補足説明）】 

（概要） 

本文(1)は，民法第６２６条第１項を以下のとおり改めるものである。まず，同項本文の

「雇用が当事者の一方若しくは第三者の終身の間継続すべきとき」を削除している。当事

者の一方の終身の間継続する雇用契約は人身を不当に拘束する契約であって，その有効性

を認めるかのような規律は維持すべきでないと考えられるからである。また，同項ただし

書についても削除しているが，これは，そもそも実際に適用される場面が想定し難い上に，

職業別の取扱いを規定している点で取りわけ今日における合理性に疑問があるからである。 

本文(2)は，民法第６２６条第２項の規律を改め，解除の予告をすべき時期を２週間前と

するものである。現在の３か月前では長すぎて不当であるという考えに基づき，解除の予

告期間について後記３（民法第６２７条第１項参照）と整合的な期間とすることを意図す

るものである。 

 

３ 期間の定めのない雇用の解約の申入れ（民法第６２７条関係） 

民法第６２７条第２項及び第３項を削除するものとする。 

【部会資料４７・２８頁】 

（概要） 

民法第６２７条第２項及び第３項は，労働基準法第２０条の存在によって実際上の適用

場面がほとんど想定されなくなっている上，労働者の辞職の申入れの期間として３か月を

要するのは長すぎて不当であると考えられることから，規定を削除することによって規律

の合理化を図るものである。これらの規定の削除により，使用者による解雇の予告期間に

ついては労働基準法第２０条又は民法第６２７条第１項が適用され，他方，労働者からの

解約の予告期間については一律に同項が適用されることになる。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４７第２，４「有期労働契約における黙示の更新」［３０頁］ 

 

第９ 寄託 

１ 寄託契約の成立等 

(1) 寄託契約の成立（民法第６５７条関係） 

民法第６５７条の規律を次のように改めるものとする。 

 ア 寄託は，当事者の一方が相手方のためにある物を保管することとともに，

保管した物を相手方に返還することを約し，相手方がこれを承諾すること

によって，その効力を生ずるものとする。 

 イ 有償の寄託において，寄託者は，受寄者が寄託物を受け取るまでは，契

約を解除することができるものとする。この場合において，受寄者に損害

が生じたときは，寄託者は，その損害を賠償しなければならないものとす

る。 
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 ウ 無償の寄託において，各当事者は，受寄者が寄託物を受け取るまでは，

契約を解除することができるものとする。ただし，書面による無償の寄託

においては，受寄者は，契約を解除することができないものとする。 

【部会資料４７・３２頁，３４頁】 

（概要） 

本文アは，寄託を諾成契約に改めるものである。寄託を要物契約とする民法の規定は，

現在の取引の実態とも合致していないと指摘されていることを踏まえ，規律の現代化を図

るものである。 

本文イは，寄託を諾成契約に改めることに伴い，有償寄託の寄託物受取前の法律関係に

ついて，寄託者が自由に寄託を解除することができるとともに，これによって受寄者に生

じた損害を寄託者が賠償しなければならない旨の規律を設けるものである。寄託は寄託者

のためにされる契約であることから，寄託者が契約締結後に寄託することを望まなくなっ

た場合には契約関係を存続させる必要はなく，受寄者に生じた損害があればそれを賠償す

ることで足りると考えられるからである。 

本文ウは，無償寄託については，寄託物の受取前であれば，各当事者が自由に寄託を解

除することができるという原則とともに，書面による無償寄託の場合には，受寄者は寄託

を解除することができないことを定めるものである。無償寄託が好意に基づく契約である

ことを考慮すると，書面によらない合意にとどまる場合には，寄託物を引き受ける義務を

受寄者に負わせることは適当ではないという考慮に基づくものである。 

 

(2) 寄託者の破産手続開始の決定による解除 

  有償の寄託において，受寄者が寄託物を受け取る前に寄託者が破産手続開

始の決定を受けたときは，受寄者又は破産管財人は，契約を解除することが

できるものとする。この場合において，契約の解除によって生じた損害の賠

償は，破産管財人が契約の解除をしたときにおける受寄者に限り，請求する

ことができ，受寄者は，その損害賠償について，破産財団の配当に加入する

ものとする。 

【部会資料４７・３７頁】 

（概要） 

受寄者が寄託物を受け取る前に寄託者について破産手続開始の決定があったときに，受

寄者又は寄託者の破産管財人が契約を解除することができるとするものである。有償寄託

の寄託者について破産手続開始の決定があった場合には，報酬全額を受け取ることができ

ないおそれがあるため，受寄者が契約を解除することができるようにする必要があるとい

う考慮に基づくものである。また，この場合における損害賠償請求権の帰すうについては，

民法第６４２条第２項及び前記第６，４(2)と同様の趣旨である。 

なお，本文記載の提案の検討に当たっては倒産法との関係にも留意する必要がある。 

 

２ 寄託者の自己執行義務（民法第６５８条関係） 

(1) 民法第６５８条第１項の規律を次のように改めるものとする。 
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ア 受寄者は，寄託者の承諾を得なければ，寄託物を使用することができな

いものとする。 

イ 受寄者は，寄託者の承諾を得たとき，又はやむを得ない事由があるとき

でなければ，寄託物を第三者に保管させることができないものとする。 

(2) 民法第１０５条を準用しないこととして，同法第６５８条第２項の規律を

改めるものとする。 

【部会資料４７・３９頁】 

（概要） 

本文(1)は，やむを得ない事由がある場合にも寄託者が再受寄者を選任することができる

こととして（本文(1)イ），民法第６５８条第１項の規律を改めている。寄託者の承諾を得

た場合にのみ再寄託をすることができるとする同項の規律については，硬直的で実務的に

不都合を生ずるおそれがあるとの指摘のほか，委任の規律（前記第６，１参照）との整合

性を欠くとの指摘があることを踏まえたものである。 

本文(2)は，適法に再受寄者を選任した場合における寄託者，受寄者及び再受寄者の法律

関係について，民法第１０５条を準用しないこととして，民法第６５８条第２項の規律を

改めるものである。履行補助者である再受寄者を選任することができる場合であっても，

再受寄者の行為によって生じた受寄者の責任が履行補助者の選任又は監督の責任に縮減さ

れる理由はないことから，履行補助者の行為によって債務不履行が生じた場合にはその責

任を負うという一般原則に従うこととしている。 

 

３ 受寄者の保管に関する注意義務（民法第６５９条関係） 

民法第６５９条の規律に付け加えて，有償で寄託を受けた者は，善良な管理

者の注意をもって，寄託物を保管する義務を負うものとする。 

【部会資料４７・４４頁】 

（概要） 

有償寄託については，民法第４００条の一般規定が適用され，受寄者は善管注意義務を

負うとされており，この異論のない解釈を明らかにするものである。受寄者の保管義務は

寄託の本質的な内容であることから，その規律を明示的に補う趣旨である。同条について

は，注意義務（保存義務）の具体的内容が契約の趣旨を踏まえて画定される旨を定めるこ

とが検討されているが（部会資料５３［２７頁］参照），それを前提としても，個別の契約

類型に応じて任意規定を設けることは有益であると考えられる。 

 

４ 寄託物についての第三者の権利主張（民法第６６０条関係） 

民法第６６０条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 寄託物について権利を主張する第三者が受寄者に対して訴えを提起し，又

は差押え，仮差押え若しくは仮処分をしたときは，受寄者は，遅滞なくその

事実を寄託者に通知しなければならないものとする。ただし，寄託者が既に

これを知っているときは，この限りでないものとする。 

(2) 受寄者は，寄託物について権利を主張する第三者に対して，寄託者が主張
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することのできる権利を援用することができるものとする。 

(3) 第三者が寄託物について権利を主張する場合であっても，受寄者は，寄託

者の指図がない限り，寄託者に対し寄託物を返還しなければならないものと

する。ただし，受寄者が上記(1)の通知をし，又はその通知を要しない場合に

おいて，その第三者が受寄者に対して寄託物の引渡しを強制することができ

るときは，その第三者に寄託物を引き渡すことによって，寄託物を寄託者に

返還することができないことについての責任を負わないものとする。 

(4) 受寄者は，上記(3)により寄託者に対して寄託物を返還しなければならない

場合には，寄託物について権利を主張する第三者に対し，寄託物の引渡しを

拒絶したことによる責任を負わないものとする。 

（注）上記(3)(4)については，規定を設けるべきでない（解釈に委ねる）という

考え方がある。 

【部会資料４７・４５頁】 

（概要） 

本文(1)は，民法第６６０条の規定を維持した上で，第２文を付け加え，第三者による訴

えの提起等の事実を寄託者が知っている場合には受寄者が通知義務を負わないという一般

的な理解を明文化するものである。賃貸借に関する同法第６１５条と平仄を合わせるもの

である。 

本文(2)は，第三者が受寄者に対して寄託物の引渡請求等の権利の主張をする場合におい

て，その引渡しを拒絶し得る抗弁権（同時履行の抗弁権，留置権等）を寄託者が有すると

きは，受寄者において当該抗弁権を主張することを認めるものである。これを認めなけれ

ば，寄託者が直接占有する場合と寄託によって間接占有する場合とで結論が異なることに

なり，寄託者が不利益を被ることを理由とするものである。 

本文(3)は，寄託物について第三者が権利主張する場合であっても，受寄者はその第三者

に寄託物を引き渡してはならず，寄託物を寄託者に対して返還しなければならないという

原則とともに，寄託物について権利を主張する第三者の存在を民法第６６０条に従い通知

した場合において，その第三者が確定判決を得たときや，それに基づく強制執行をすると

きのように，受寄者に対して寄託物の引渡しを強制することができるときに，その例外と

して，寄託者以外の第三者に寄託物を引き渡すことができ，これによって寄託者に対して

返還義務の不履行の責任を負わない場合があることを定めるものである。従来，規律が不

明確であるとされてきた点について，規律の明確化を図るものである。 

本文(4)は，本文(3)により寄託者に対して寄託物を返還しなければならない場合には，

受寄者はその第三者に対して引渡しを拒絶することができ，その拒絶によって第三者に対

する責任を負わないとすることを提案している。本文(3)の場合に，権利を主張してきた第

三者が真の権利者であったときは，受寄者は第三者に対して損害賠償責任を負い，これを

寄託者に対して求償することによって処理することになり得るが，寄託者と第三者との間

の寄託物をめぐる紛争に受寄者が巻き込まれないようにするのが妥当であるから，受寄者

が返還を拒んだことにより第三者に生じた損害については，第三者が寄託者に対して直接

請求することによって解決することを意図するものである。 
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以上に対して，本文(3)(4)の規定を設けない考え方があり得るので，これを注記してい

る。 

 

（備考） 

本文(3)は，寄託者の受寄者に対する寄託物の返還請求権について，どのような場合に受

寄者が寄託者への寄託物の返還義務を免責されるかを明らかにするものである。この問題

については，これまで，寄託物について権利を主張する第三者から寄託物引渡しの強制執

行を受けた場合等を除き，寄託者の指図がない限り，第三者に寄託物を引き渡してはなら

ない旨の規定を設ける考え方が検討対象とされてきた（部会資料４７［４５頁］）。寄託者

に寄託物を返還しなくてもよい場合としては，強制執行を受けた場合の他，寄託物の引渡

しを命ずる判決が確定した場合が挙げられる。これらの場合に寄託者の受寄者に対する寄

託物の返還請求権が消滅することに異論はないものと思われるが，例えば，第三者と受寄

者との間で裁判上の和解がされた場合や，第三者から提起された訴訟において受寄者が請

求を認諾した場合にも，受寄者が当該第三者に対して返還することができるというルール

が妥当かという点には異論があり得るように考えられる。 

本文(3)は，このような問題意識を踏まえて，受寄者が寄託者以外の第三者に寄託物を返

還することができるのは，民法第６６０条の規律に従って受寄者が寄託者に対して通知を

していた場合に限って，受寄者と第三者との間で裁判上の和解をした場合や受寄者が請求

を認諾した場合についても，受寄者が第三者に対して寄託物を引き渡すことができること

とすることを提案するものである。本文の考え方によれば，受寄者にとっては，客観的な

基準によって寄託物の返還の相手方を判断することができるという利点がある。他方，寄

託者にとっては，寄託物の返還を受けることができない場合が広く解されることになるが，

同条が受寄者に寄託者に対する通知義務を課すのは，寄託者が訴訟に関与するなど，自ら

の権利を主張する機会を与える必要があるという趣旨に基づくものであることを考慮する

と，同条に基づく通知がされた場合であれば，寄託者には自らの権利を主張する機会が与

えられていたのだし，寄託者は寄託物の返還を受けることができない場合であっても，こ

れによって不利益を被った場合には，別途受寄者に対して善管注意義務違反による責任を

追及することも可能なのだから，第三者に対して寄託物を引き渡すことができる場合を広

く認めることが許容されてよいという考えに基づくものである。 

もっとも，本文のように，受寄者が寄託者に寄託物を返還しなくてよい場合を比較的広

く認める結論や，民法第６６０条の通知義務違反によって寄託者に対する寄託物の返還義

務が常に免責されないことになるという結論に対しては異論があり得る。（注）は，このよ

うな異論があり得ることを考慮したものである。 

 

５ 寄託者の損害賠償責任（民法第６６１条関係） 

民法第６６１条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 寄託者は，寄託物の性質又は状態によって生じた損害を受寄者に賠償しな

ければならないものとする。 

(2) 上記(1)にかかわらず，次のいずれかに該当する場合には，寄託者は，上記
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(1)の損害を賠償する責任を負わないものとする。 

ア 受寄者が有償で寄託を受けた場合において，寄託者が過失なく上記(1)

の性質又は状態を知らなかったとき。 

イ 受寄者が上記(1)の性質又は状態を知っていたとき。 

【部会資料４７・４９頁】 

（概要） 

民法第６６１条の規律のうち，寄託者が原則として無過失責任を負う旨の同条本文を維

持した上で（本文(1)），過失がなければ責任を免れるのは有償寄託の場合に限られること

として，同条ただし書を改めるものである（本文(2)）。寄託者が原則として無過失責任を

負うのは，寄託物の性質等を知り得る立場にあるのは寄託者であり，かつ，寄託はその利

益が寄託者にあることから，寄託物の性質等から損害が発生するリスクは寄託者が負担す

べきであるためとされている。これに対し，有償寄託においては，受寄者は寄託物を保管

するための設備を有することが多く，とりわけ寄託物の種類が限定されている場合には，

寄託物の性質等について寄託者より詳しい知識を有する場合も少なくないことや，保険に

より危険を分散することも可能な立場にあることが多いと考えられるからである。 

 

（備考） 

民法第６５０条第３項については，委任事務が専門的な知識又は技能を要するものであ

る場合において，その専門的な知識又は技能を有する者であればその委任事務の処理に伴

ってその損害が生ずるおそれがあることを知り得たときに同項を適用しないこととすると

の改正の要否が検討対象とされている（前記第６，２参照）。同項との整合性をとることが

同法第６６１条を改正する理由の一つとされていることからすると，同項に関する検討結

果を踏まえて，本文についてもこれと整合的な改正の要否を再検討する必要がある。 

 

６ 報酬に関する規律（民法第６６５条関係） 

受寄者の報酬に関して，民法第６６５条の規律を維持し，受任者の報酬に関

する規律（前記第６，３）を準用するものとする。 

【部会資料４７・５２頁】 

（概要） 

受寄者の報酬に関する規律は，民法第６６５条によって受任者の報酬に関する規律（民

法第６４８条）が準用されているが，受任者の報酬に関する規律について前記第６，３に

よる改正がされたとしても，その改正後の規律に従うこととするものである。すなわち，

成果が完成したときにその成果に対して報酬が支払われる合意をすることが考えにくい寄

託契約については，無償性の原則を採らないことと，契約の趣旨に照らして寄託者の責め

に帰すべき事由により寄託の履行が中途で終了した場合における報酬請求権の根拠規定と

して委任のルールを準用することとして，報酬に関する規律を改めることになる。 

 



 

 

41

７ 寄託物の損傷又は一部滅失の場合における寄託者の損害賠償請求権の短期期

間制限 

(1) 返還された寄託物に損傷又は一部滅失があった場合の損害の賠償は，寄託

者が寄託物の返還を受けた時から１年以内に請求しなければならないものと

する。 

(2) 上記(1)の損害賠償請求権については，寄託者が寄託物の返還を受けた時か

ら１年を経過するまでの間は，消滅時効は，完成しないものとする。 

【部会資料４７・５５頁】 

（概要） 

本文(1)及び(2)は，寄託物の損傷又は一部滅失の場合における寄託者の損害賠償請求権

について，賃貸借における賃借人の用法違反による賃貸人の損害賠償請求権に関する期間

制限（前記第３，１４）と同内容の規律を設けるものである。この点について現在は規定

が設けられていないが，短期の期間制限を設ける必要性がある点において賃借人の用法違

反による損害賠償請求権と異なるところはないと考えられるからである。 

 

８ 寄託者による返還請求（民法第６６２条） 

民法第６６２条の規律に付け加えて，有償の寄託について，同条による返還

の請求によって受寄者に損害が生じたときは，寄託者は，その損害を賠償しな

ければならないものとする。 

 

（概要） 

民法第６６２条は，当事者が寄託物の返還の時期を定めたときであっても，寄託者は，

いつでもその返還を請求することができるとするが，これによって受寄者に生じた損害を

賠償しなければならないことについては，争いがない。本文は，このような異論のない解

釈を明らかにするものであり，前記１(1)イ後段と同様の趣旨である。 

 

９ 寄託物の受取後における寄託者の破産手続開始の決定 

(1) 有償の寄託において，寄託者が破産手続開始の決定を受けた場合には，返

還時期の定めがあるときであっても，受寄者は寄託物を返還することができ，

破産管財人は寄託物の返還を請求することができるものとする。この場合に

おいて，受寄者は，既にした履行の割合に応じて報酬を請求することができ

るものとする。 

(2) 上記(1)により破産管財人が返還時期より前に返還請求をした場合には，受

寄者は，契約の解除によって生じた損害の賠償を請求することができるもの

とする。この場合において，受寄者は，その損害賠償について，破産財団の

配当に加入するものとする。 

（注）このような規定を設けるべきでないという考え方がある。 

 

（概要） 
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寄託者が破産手続開始の決定を受けた場合であっても，寄託物の返還の時期を定めてい

たときは受寄者が契約に拘束されるとすると，有償寄託の場合には，受寄者は報酬を受け

ることができないおそれがあるにもかかわらず保管を続けなければならず，不合理である。

そこで，この場合には，受寄者は寄託物を返還することができるものとし，併せて破産管

財人からの寄託物の返還請求も認めることとして規律の合理化を図るものである。これに

対して，本文のような規定を設ける必要はないという考え方があり得るので，これを注記

している。 

なお，本文記載の提案の検討に当たっては倒産法との関係にも留意する必要がある。 

 

（備考） 

寄託物の返還の時期を定めていたときは，受寄者は「やむを得ない事由」がない限り寄

託を解除することができない（民法第６６３条）。しかし，寄託者について破産手続開始の

決定があった場合に，契約に拘束されることを望まない受寄者については契約から離脱さ

せるべきであるとの考えに基づき，寄託物の受取前の規律（前記１(2)）を参照して，受寄

者による返還を認める考え方を取り上げるものである。 

もっとも，有償寄託の報酬請求権は財団債権として保護されることから，この場合に受

寄者を契約から離脱させる必要はないという考え方もあり得る。本文の（注）は，このよ

うな考え方に基づくものである。 

 

10 混合寄託 

(1) 複数の寄託者からの種類及び品質が同一である寄託物（金銭を除く。）があ

る場合において，これらを混合して保管するためには，受寄者は，全ての寄

託者の承諾を得なければならないものとする。 

(2) 上記(1)に基づき受寄者が複数の寄託者からの寄託物を混合して保管した

ときは，各寄託者は，その寄託した物の数量の割合に応じた物の返還を請求

することができるものとする。 

【部会資料４７・６４頁】 

（概要） 

本文(1)は，混合寄託の要件として全ての寄託者の承諾を得ることが必要であるとするも

のであり，一般的な理解を明文化するものである。 

本文(2)は，混合寄託をした場合の効果として，寄託者が，寄託した物の数量の割合に応

じた物の返還を請求することができるとするものであり，これも一般的な理解を明文化す

るものである。 

 

11 消費寄託（民法第６６６条関係） 

民法第６６６条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 受寄者が契約により寄託物を消費することができる場合には，受寄者は，

寄託された物と種類，品質及び数量の同じ物をもって返還しなければならな

いものとする。 
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(2) 上記(1)の契約については，消費貸借に関する民法第５８８条（前記第２，

３），第５９０条（前記第２，５）及び第５９２条と，寄託に関する前記１，

民法第６６２条（前記８）及び第６６３条（前記９）を準用するものとする。 

【部会資料４７・６０頁】 

（概要） 

本文(1)は，消費寄託において受寄者が負う返還義務の内容を明らかにするものである。 

本文(2)は，消費寄託に消費貸借の規定を準用している民法第６６６条の規律を以下の２

点において改め，その結果として，同条において準用する消費貸借の規定を民法第５８８

条，第５９０条及び第５９２条に限ることとするものである。 

第１に，消費寄託の成立に関しては，寄託の規律（前記１）を準用することとしている。

消費寄託の利益は寄託者にあるとされるのに対し，消費貸借の利益は借主にあるとされて

いる点で違いがあるため，寄託物の受取前の法律関係については寄託の規定を適用するの

が適当であると考えられるからである。第２に，消費寄託の終了に関する規律のうち，受

寄者がいつでも返還をすることができる点（民法第６６６条第１項，第５９１条第２項）

についても，消費寄託の利益は寄託者にあり，返還の時期を定めている場合に受寄者がい

つでも寄託物を返還することができるとするのは妥当でない。そこで，受寄者の寄託物の

返還に関する規律については，寄託の規定（同法第６６２条，第６６３条）を準用するこ

ととしている。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４７第３，１(2)「寄託物の受取前の当事者の法律関係」のウ［３４頁］ 

○ 部会資料４７第３，２(2)「適法に再寄託がされた場合の法律関係」のイ［４１頁］ 

○ 部会資料４７第３，８「寄託物の譲渡と間接占有の移転」［５８頁］ 

○ 部会資料４７第３，１１(1)「流動性預金口座に関する規律」［６７頁］ 

○ 部会資料４７第３，１２「特殊の寄託―場屋営業者の特則」［７３頁］ 

 

第 10 組合 

１ 組合契約の無効又は取消し 

組合契約に関し，組合員の一部について意思表示又は法律行為に無効又は取

消しの原因があっても，他の組合員の間における当該組合契約の効力は，妨げ

られないものとする。 

【部会資料４７・８０頁】 

（概要） 

組合契約については，その団体的性格から，意思表示又は法律行為の無効又は取消しに

関する規定の適用に一定の修正が加えられるという一般的な理解を踏まえ，組合員の一部

について組合契約に関する意思表示又は法律行為に無効又は取消しの原因があっても，他

の組合員の間における当該組合契約の効力は妨げられないとするものである。意思表示又

は法律行為に無効又は取消しの原因があった組合員のみが離脱し，組合は他の組合員を構

成員として存続するという処理が想定されている。これにより，組合と取引をした第三者
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の保護が図られることになる。 

 

２ 他の組合員が出資債務を履行しない場合 

(1) 組合員は，他の組合員が出資債務の履行をしないことを理由として，自己

の出資債務の履行を拒むことができないものとする。 

(2) 組合員は，他の組合員が出資債務の履行をしない場合であっても，組合契

約の解除をすることができないものとする。 

【部会資料４７・８２頁】 

（概要） 

本文(1)は，組合契約における同時履行の抗弁の規定の適用に関し，組合員は，他の組合

員が出資債務の履行をしないことを理由として，自己の出資債務の履行を拒むことができ

ないという一般的な理解を明文化するものである。 

本文(2)は，組合契約の終了に関しては，組合員の脱退，組合員の除名，組合の解散に関

する規定が置かれていることから解除の規定の適用はないという理解が一般的であり（大

判昭和１４年６月２０日民集１８巻６６６頁参照），このことを明文化するものである。 

 

３ 組合の財産関係（民法第６６８条ほか関係） 

(1) 組合の財産関係について，民法第６６８条，第６７４条，第６７６条及び

第６７７条の規律を維持した上で，次のような規律を付け加えるものとする。 

ア 組合員の債権者は，組合財産に属する財産に対し，その権利を行使する

ことができないものとする。 

イ 組合員は，組合財産に属する債権について，自己の持分に応じて分割し

て行使することができないものとする。 

ウ 組合の債権者は，組合財産に属する財産に対し，その権利を行使するこ

とができるものとする。 

(2) 民法第６７５条の規律を改め，組合の債権者は，各組合員に対しても，等

しい割合でその権利を行使することができるものとする。ただし，組合の債

権者がその債権の発生の時に組合員の損失分担の割合を知っていたときは，

その割合によってのみその権利を行使することができるものとする。 

（注）上記(1)アについては，このような規定を設けるべきではない（解釈にゆ

だねる）という考え方がある。 

【部会資料４７・８５頁】 

（概要） 

本文(1)アは，組合員の債権者は，組合財産に属する財産に対して権利行使をすることが

できないとするものである。組合員が組合財産上の持分を処分することを禁じている民法

第６７６条第１項の趣旨から，一般に，組合員の債権者が当該組合員の組合財産上の持分

を差し押さえることはできないと理解されていることを踏まえたものである。もっとも，

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律や有限責任事業組合契約に関する法律などの

団体法理に関する制度の整備が進んだ現在において，公示機能なしに組合財産の独立性を
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強調する規律を明文化することには慎重であるべきであるとする考え方があり，これを

（注）で取り上げている。 

本文(1)イは，組合員は，組合財産に属する債権を，自己の持分に応じて分割して行使す

ることができないとするものである。組合財産に属する債権の債務者がその債務と組合員

に対する債権とを相殺することを禁じている民法第６７７条は，一般に，組合財産に属す

る債権には分割主義の原則（同法第４２７条）が適用されないことを前提とするものであ

ると理解されていることを踏まえたものである。 

本文(1)ウは，組合の債務については，各組合員に分割されて帰属するのではなく，１個

の債務として総組合員に帰属し，組合財産がその引当てとなるという一般的な理解を明文

化するものである。 

本文(2)は，民法第６７５条の規律を改めるものである。同条は，組合の債権者がその債

権の発生の時に組合員の損失分担の割合を知らなかったときは各組合員に対して等しい割

合でその権利を行使することができると規定しているところ，これに対して，債権者に組

合員相互の損失分担の割合を知らなかったことの証明を求めるよりも，均等割合を原則と

した上で，これと異なる分担割合の定めがある場合には，各組合員において，これを債権

者が知っていたことを証明するものとした方が適当であるという指摘があることを踏まえ

たものである。 

 

４ 組合の業務執行（民法第６７０条関係） 

民法第６７０条の規律を次のように改める。 

(1) 組合の業務は，組合員の過半数をもって決定し，各組合員がこれを執行す

るものとする。 

(2) 組合の業務執行は，組合契約の定めるところにより，一人又は数人の組合

員又は第三者に委任することができるものとする。 

(3) 上記(2)の委任を受けた者（業務執行者）は，組合の業務を決定し，これを

執行するものとする。業務執行者が二人以上ある場合には，組合の業務は，

業務執行者の過半数をもって決定し，各業務執行者がこれを執行するものと

する。 

(4) 業務執行者を置いている場合であっても，総組合員によって組合の業務を

執行することは妨げられないものとする。 

(5) 上記(1)から(4)までにかかわらず，組合の常務は，各組合員又は各業務執

行者が単独で決定し，これを執行することができるものとする。ただし，そ

の完了前に他の組合員又は業務執行者が異議を述べたときは，この限りでは

ないものとする。 

【部会資料４７・９０頁】 

（概要） 

本文(1)は，業務執行者を置かない組合の業務執行について規定する民法第６７０条第１

項の規律を改めるものである。同項に対しては，主として意思決定の方法について定める

にとどまっており，その意思決定を実行する方法が明示されていないという指摘があるこ
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とを踏まえ，決定された意思の実行に関しては各組合員が業務執行権を有するという一般

的な理解を明文化している。 

本文(2)から(4)までは，民法第６７０条第２項の規律を改めるものである。このうち，

本文(2)は，組合の業務執行者の選任に関して，組合契約で定めれば組合員に限らず組合員

以外の第三者に対しても業務の執行を委任することができ，また，その委任の方法は組合

契約で定めるところに従うという一般的な理解（大判大正６年８月１１日民録２３輯１１

９１頁参照）を明文化するものである。 

本文(3)は，本文(1)と同様の理由から，業務執行者の過半数によって決定された意思の

実行に関しては各業務執行者が業務執行権を有するという一般的な理解を明文化するもの

である。 

本文(4)は，代理法理から当然に導かれる帰結として，業務執行者に業務の執行を委任し

た場合であっても，組合員全員が揃えば業務を執行することができることを明文化するも

のである。 

本文(4)は，組合の業務執行が組合の意思を決定し，それを実行するという二つの次元か

ら成り立つものであることを明確にした上で，民法第６７０条第３項の規律を維持するも

のである。 

 

５ 組合代理 

(1) 各組合員が他の組合員を代理して組合の業務を執行するには，組合員の過

半数による代理権の授与を要するものとする。ただし，組合の常務に関して

は，各組合員は，当然に他の組合員を代理してこれを行う権限を有するもの

とする。 

(2) 業務執行者を定めた場合には，組合員を代理する権限は，業務執行者のみ

が有するものとする。 

(3) 業務執行者が二人以上ある場合に，各業務執行者が組合員を代理して組合

の業務を執行するには，業務執行者の過半数による代理権の授与を要するも

のとする。ただし，組合の常務に関しては，各業務執行者は，当然に組合員

を代理してこれを行う権限を有するものとする。 

【部会資料４７・９２頁】 

（概要） 

組合は法人格を持たないので，法律行為の主体となることができないため，組合が第三

者と法律行為を行うには，代理の形式を用いざるを得ないところ，民法には組合代理につ

いての規定は特に設けられておらず，判例も，業務執行権と代理権とを厳密に区別するこ

となく，民法第６７０条を組合代理にも適用していると見られている。本文(1)から(3)ま

では，業務執行権と代理権とを区別する観点から，業務執行権に関する前記４の規律とは

別に，組合代理に関する規律を新たに設けるものであるが，その内容は，民法第６７０条

を適用することによって組合員の代理権を説明してきた判例法理を維持するものとなって

いる。 
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６ 組合員の加入 

(1) 組合の成立後であっても， 組合員は，その全員の同意をもって，又は組合

契約の定めるところにより，新たに組合員を加入させることができるものと

する。 

(2) 上記(1)により組合の成立後に加入した組合員は，その加入前に生じた組合

債務については，これを履行する責任を負わないものとする。 

【部会資料４７・９５頁】 

（概要） 

本文(1)は，組合の成立後であっても新たな組合員の加入が可能であること（大判明治４

３年１２月２３日民録１６輯９８２頁）を前提に，その要件について，一般的な理解を明

文化するものである。 

本文(2)は，組合の債権者は各組合員の固有財産に対してもその権利を行使することがで

きるとする民法第６７５条との関係で，新たに加入した組合員がその加入前に生じた組合

債務についても自己の固有財産を引当てとする責任を負うかどうかが明らかでないことか

ら，これを否定する一般的な理解を明文化するものである。 

 

７ 組合員の脱退（民法第６７８条から第６８１条まで関係） 

組合員の脱退について，民法第６７８条から第６８１条までの規律を基本的

に維持した上で，次のように改めるものとする。 

(1) 民法第６７８条に付け加えて，やむを得ない事由があっても組合員が脱退

することができないことを内容とする合意は，無効とするものとする。 

(2) 脱退した組合員は，脱退前に生じた組合債務については，これを履行する

責任を負うものとする。この場合において，脱退した組合員は，他の組合員

に対し，この債務からの免責を得させること，又は相当な担保を供すること

を求めることができるものとする。 

【部会資料４７・９７頁】 

（概要） 

本文(1)は，民法第６７８条について，やむを得ない事由がある場合には組合の存続期間

の定めの有無に関わらず常に組合から任意に脱退することができるという限度で強行法規

であるとする判例法理（最判平成１１年２月２３日民集５３巻２号１９３頁）を明文化す

るものである。 

本文(2)前段は，組合員が脱退した場合であっても，その固有財産を引当てとする

責任は存続することを定めるものである。組合の債権者は各組合員の固有財産に対

してもその権利を行使することができるとする民法第６７５条との関係で，脱退し

た組合員が脱退前に生じた組合債務について自己の固有財産を引当てとする責任を

負い続けるかどうかが明らかでなかったことから，この点に関する一般的な理解を

明文化するものである。もっとも，このような場合に，組合は，その組合債務を履

行したり，債権者から免除を得たりするなどして，脱退した組合員の固有財産を引

当てとする責任を免れさせるか，相当な担保を供して脱退した組合員が不利益を被
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らないようにしなければならないと解されている。本文(2)後段はこれを明文化する

ものである。 

 

８ 組合の解散事由（民法第６８２条関係） 

民法第６８２条の規律を改め，組合は，次に掲げる事由によって解散するも

のとする。 

(1) 組合の目的である事業の成功又はその成功の不能 

(2) 組合契約で定められた存続期間の満了 

(3) 組合契約で定められた解散事由の発生 

(4) 総組合員による解散の合意 

【部会資料４７・１０１頁】 

（概要） 

組合は，民法第６８２条に規定する場合（本文(1)）のほか，組合契約で定められた存続

期間が満了した場合（本文(2)），組合契約で定められた解散事由が生じた場合（本文(3)），

組合員全員が解散に同意した場合（本文(4)）にも解散するという一般的な理解を明文化す

るものである。 

 

９ 組合の清算 

組合の清算について，民法第６８５条から第６８８条までの規律を基本的に

維持した上で，同法第６８６条に付け加えて，清算人は，清算事務の範囲内で

各組合員を代理する権限を有するものとする。 

【部会資料４７・１０２頁】 

（概要） 

組合の清算人は，民法第６８８条所定の清算事務の範囲内で全ての組合員を代理する権

限を有するという判例法理（大判大正１４年５月２日民集４巻２３８頁）を明文化するも

のである。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４７第４，１(1)イ「組合契約の取消しの効果」［８０頁］ 

○ 部会資料４７第４，２(2)ア「組合財産に属する債権」［８５頁］ 

○ 部会資料４７第４，２(2)イ「組合債務」［８６頁］ 

○ 部会資料４７第４，３(2)ウ「第三者の保護」［９３頁］ 

○ 部会資料４７第４，４(1)「組合員の加入」イ(ｲ)［９６頁］ 

○ 部会資料４７第４，５(1)「組合の解散」イ［１０１頁］ 

○ 部会資料４７第４，５(2)ア「清算開始原因」［１０２頁］ 

○ 部会資料４７第４，６「内的組合」［１０４頁］ 

 

第 11 終身定期金 

終身定期金契約に関する民法第６８９条から第６９４条までの規律は，基本
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的に維持した上で，同法第６９１条第１項前段の規律を改め，終身定期金債務

者が終身定期金の元本を受領した場合において，その終身定期金の給付を怠り，

又はその他の義務を履行しないときは，終身定期金債権者は，債務不履行の一

般原則に従い契約を解除して，元本の返還を請求することができるものとする。 

（注）終身定期金契約を典型契約から削除するという考え方がある。 

【部会資料４８・１頁，６頁】 

（概要） 

終身定期金契約に関する規定は基本的に現状のまま存置することとしている。その場合

であっても，民法第６９１条第１項前段は，終身定期金債務の不履行があった場合に，終

身定期金契約を解除することによって元本の返還を請求することができることを認める規

定であるが，契約の解除を伴うことが同条の見出しからしか窺われないという問題がある。

そこで，これを条文上明らかにすることによって，ルールの明確化を図るものである。 

これに対して，終身定期金契約が利用されていない実態に鑑み，終身定期金契約を典型

契約から削除すべきとの考え方があるので，これを注記している。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４８第１，２(1)「終身定期金契約の意義」［２頁］ 

○ 部会資料４８第１，２(2)「終身定期金契約の成立要件」［３頁］ 

○ 部会資料４８第１，２(3)「終身定期金契約の効力」［４頁］ 

○ 部会資料４８第１，２(4)「終身定期金契約の給付方法」［５頁］ 

○ 部会資料４８第１，２(6)「終身定期金基準者の早期死亡等の解除」［７頁］ 

○ 部会資料４８第１，２(7)「民法第６９３条第１項の『責めに帰すべき事由』の見直し」

○ 部会資料４８第１，２(8)「無償契約及び遺贈への準用」［９頁］ 

 

第 12 和解 

和解によって争いをやめることを約した場合において，当事者は，その争い

の対象である権利の存否及び内容に関する事実について錯誤があったときであ

っても，民法第９５条に基づく錯誤の主張をすることはできないものとする。 

（注）このような規定を設けるべきでないという考え方がある。 

【部会資料４８・１２頁】 

（概要） 

和解によって争いをやめることを約した場合には，その争いの対象である権利の存否及

び内容に関する事実について当事者が誤信していたときであっても，錯誤の主張をするこ

とができないと解されている。このようなルールは，判例・学説によって概ね認められて

いるが，条文からはそのことが必ずしも読み取ることができないので，ルールの明確化を

図るものである。これに対して，適切な要件を設定することが困難であり，規定を設ける

べきでないという考え方があるので，これを注記している。 
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【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４８第２，１「和解の意義」［１０頁］ 

 

第 13 事情変更の法理 

契約の締結後に，その契約において前提となっていた事情に変更が生じた場

合において，その事情の変更につき以下に掲げるような要件のいずれにも該当

するときは，当事者は，[契約の解除／契約の解除又は契約の改訂]の請求をす

ることができるものとするかどうかについて，引き続き検討する。 

ア その事情の変更が契約締結時に当事者が予見することができず，かつ，当

事者の責めに帰することのできない事由により生じたものであること 

イ その事情の変更により，契約をした目的を達することができず，又は当初

の契約内容を維持することが当事者間の衡平を著しく害することとなること 

【部会資料４８・２５頁，３３頁，３４頁，３６頁】 

（概要） 

 事情変更の法理（「事情変更の原則」とも言われる。）については，現行民法には明文の

規定がないものの，その法理の存在自体は異論なく承認されている。そして，予測困難な

例外的場面を扱う法理であるために，個々の契約で対応を図ることが実際上困難であるこ

とから，当事者間の利害を適切に調整する法的仕組みとして，事情変更の法理の明文規定

を整備する必要があるとの指摘がある。 

事情変更の法理を明文化する場合に，その要件の在り方については，判例（最判平成９

年７月１日民集５１巻６号２４５２頁等）・学説の理解を踏まえ，契約の前提となっていた

事情に変更が生じたことのほか，本文ア及びイとすることが考えられる。 

他方，効果の在り方については，まず，契約の解除を規定することが考えられる。他方，

契約の改訂については，そのような解決のメニューが合理性を有する場面（例えば，請負

契約において材料費が海外での戦争勃発等の影響により著しく高騰したときに，注文者が

当初の報酬額を主張するのに対し，報酬額の増額調整を認める判決をするのが相当と考え

られる場面）があるものの，具体的にどのような改訂をどのような枠組みで許容するかな

ど，具体的な制度設計につき，引き続き検討を深める必要があると考えられる。また，事

情変更の法理の効果としての契約の解除及び契約の改訂につき，それぞれ裁判上の行使を

要するものとするかどうかについても，引き続き検討を深める必要があると考えられる。 

以上を踏まえ，事情変更の法理の明文化の要否及びその効果を中心とした具体的な在り

方につき，引き続き検討すべき課題として取り上げるものである。 

 

第 14 不安の抗弁権 

双務契約の当事者のうち自己の債務を先に履行すべき義務を負う者は，相手

方につき破産手続開始，再生手続開始又は更生手続開始の申立てがあったこと

その他の事由により，自己の債権につき履行を得られないおそれがある場合に

おいて，その事由が次に掲げる要件のいずれかに該当するときは，その債務の

履行を拒むことができるものとする。ただし，相手方が弁済の提供をし，又は
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相当の担保を供したときは，この限りでないものとする。 

ア 契約締結後に生じたものであるときは，それが契約締結の時に予見するこ

とができなかったものであること 

イ 契約締結時に既に生じていたものであるときは，契約締結の時に正当な理

由により知ることができなかったものであること 

（注）再生手続又は更生手続が開始された後は，不安の抗弁権を行使することが

できないものとすべきであるとの考え方がある。 

【部会資料４８・３８頁】 

（概要） 

双務契約において相手方の信用不安等により反対給付を受けられないおそれが生じたと

きに，自己の債務の履行を拒絶する権利（いわゆる不安の抗弁権）を明文化するものであ

る。現在も信義則（民法第１条第２項）等を根拠にこのような履行拒絶権を肯定した裁判

例が多く見られることなどを踏まえたものである。 

この権利を行使することができる者の要件については，双務契約において先履行義務を

負担する者としている。先履行義務を負担していないのであれば，同時履行の抗弁権（民

法第５３３条）又は期限の利益を援用すれば足り，不安の抗弁権の援用を認める必要はな

いと解されるからである。 

「履行を得られないおそれがあるとき」を要件としているのは，履行を得られないこと

の主観的な不安感では足りず，客観的かつ合理的な根拠に基づく蓋然性が，抗弁権行使の

時点で現に存在する必要があることを示す趣旨である。そして，そのことをより明確にす

るために，破産手続開始，再生手続開始又は更生手続開始の申立てがあったことを始めと

して，それらに相当する具体的な事由が存在することを要件としている。 

そして，上記の具体的な事由につき，それが契約締結後に生じたものであるときは契約

締結時に予見することができなかったものであることを要求し（本文ア），当該事由が契約

締結時に既に存在していた場合にはそれを正当な理由により知ることができなかったこと

を要求している（本文イ）。契約締結に当たって既に織り込まれていたと評価できるリスク

が顕在化したにとどまる場合には，不安の抗弁権の行使を認めるべきではないとの考慮に

基づくものである。 

不安の抗弁権については，再建型倒産手続による事業再建の支障になるおそれがあるな

どとして，再建型倒産手続の開始後は行使することができないものとすべきであるとの考

え方があり，これを（注）で取り上げている。 

 

（備考）再建型倒産手続開始と不安の抗弁権との関係 

第６０回会議では，再建型倒産手続が開始した後は不安の抗弁権を行使できないものと

すべきであるとの意見があった。再建型倒産手続において不安の抗弁権が行使されると事

業の再建にとって支障となるおそれがある上，このような場合には反対債権が共益債権と

して処遇されるから（民事再生法第４９条第４項，会社更生法第６１条第４項），不安の抗

弁権を認める必要はないことなどを根拠とする。しかし，再建型倒産手続の開始決定があ

った場合でも，債務者の財産状態が共益債権をも満足できないほど悪化している事態もあ
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り得るから，そのような場合であっても事業再建の必要性のみを根拠に不安の抗弁権を否

定することの合理性には疑問の余地がある。もとより，債務者につき破産手続開始に至ら

ないような場合には共益債権の支払原資に問題がないのが通常であると考えられるが，そ

のような場合であれば，「履行を得られないおそれがあるとき」という，不安の抗弁権の行

使要件を充足しないものと考えられる。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４８第５，２「担保不提供による契約の解除に関する規定の要否」[４４頁] 

 

第 15 継続的契約 

１ 期間の定めのある契約の終了 

(1) 期間の定めのある契約は，その期間の満了によって終了するものとする。

ただし，当事者の一方が契約の更新を申し入れた場合において，当該契約の

趣旨，契約に定めた期間の長短，従前の更新の有無及びその経緯その他の事

情に照らし，更新の申入れを拒絶するにつき正当な事由がないと認められる

ときは，相手方は，更新の申入れを拒絶することができないものとする。 

(2) 上記(1)により更新の申入れを拒絶することができないときは，従前の契約

と同一の条件で契約を更新したものとみなすものとする。ただし，その期間

は，定めがないものとする。 

（注）このような規定を設けるべきではない（解釈に委ねる）という考え方が

ある。 

【部会資料４８・４９頁】 

（概要） 

 いわゆる継続的契約の中には，賃貸借のように性質上当然にそれに該当するものがある

一方で，継続的な物品供給契約のようにある典型契約（売買・請負）のうちの一部がそれ

に該当するものがあり，また，フランチャイズ契約等のように典型契約とはされていない

ものがある。そのため，契約の終了の場面を中心として継続的契約をめぐる法的紛争が生

ずることが少なくないにもかかわらず，その解決は解釈に委ねられることが多いとの指摘

がある。そこで，個別の典型契約の規律とは別に，継続的契約の終了に関する一般的な規

律を設けることが望ましいと考えられる。 

本文(1)は，期間の定めのある契約は期間の満了によって終了する（当事者の一方から更

新の申入れがあっても相手方は自由に拒絶することができる）という原則を確認した上で，

例外的に更新の申入れを拒絶することができない場合があり得る旨を定めるものであり，

期間の定めのある継続的契約の終了に関する裁判例及び学説における一般的な理解を明文

化するものである（札幌高決昭和６２年９月３０日判時１２５８号７６頁，福岡高判平成

１９年６月１９日判タ１２６５号２５３頁等参照）。継続的契約には様々な類型のものがあ

るため，これを定義して要件化するのではなく，ここでは「期間の定めのある契約」，後記

２(1)では「期間の定めのない契約」をそれぞれの規律の適用対象とした上で，更新の拒絶

の可否（本文(1)）や解約の申入れの可否（後記２(1)）に関する具体的な規律の中で，各々



 

 

53

の契約が継続性を保護すべき要請の高い類型のものかどうかを個別に判断するものとして

いる。 

本文(2)は，本文(1)ただし書により更新の申入れを拒絶することができない場合におけ

る当事者間の法律関係について定めるものである。従前の契約と同一の条件で更新したも

のとみなしつつ，期間についてのみ定めがないものとするものであり，借地借家法第２６

条第１項と同様の趣旨のものである。 

もっとも，以上の本文(1)(2)については，特段の規定を設けずに解釈に委ねるべきであ

るという考え方があり，これを（注）で取り上げている。 

 

（備考）契約各則及び特別法の規定と本文(1)(2)及び後記２との適用関係について 

契約各則や特別法の中に継続的契約に関する規定がある場合には，それらの規定は本文

(1)(2)及び後記２に優先して適用される。例えば，民法第６１７条（期間の定めのない賃

貸借の解約の申入れ），第６２７条（期間の定めのない雇用の解約の申入れ），第６２８条

（やむを得ない事由による雇用の解除），借地借家法第５条（借地契約の更新請求等），第

６条（借地契約の更新拒絶の要件），第２６条（建物賃貸借契約の更新等），第２７条（解

約による建物賃貸借の終了），第２８条（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件），労働契約

法第１６条（解雇），第１７条（契約期間中の解雇等），労働契約法の一部を改正する法律

（平成２４年法律第５６号）による改正後の労働契約法第１９条（有期労働契約の更新等），

前記第６，５(2)ア（期間の定めのない準委任の解約の申入れ），同イ（期間の定めのある

準委任の解除）等は，本文(1)(2)及び後記２に優先して適用されることになる。 

 

２ 期間の定めのない契約の終了 

(1) 期間の定めのない契約の当事者の一方は，相手方に対し，いつでも解約の

申入れをすることができるものとする。ただし，当該契約の趣旨，契約の締

結から解約の申入れまでの期間の長短，解約の申入れの予告期間の有無及び

その長短その他の事情に照らし，解約の申入れをするにつき正当な事由がな

いと認められるときは，その当事者の一方は，解約の申入れをすることがで

きないものとする。 

(2) 上記(1)により解約の申入れをすることができるときは，上記(1)の契約は，

解約の申入れの日から相当な期間を経過することによって終了するものとす

る。 

（注）このような規定を設けるべきではない（解釈に委ねる）という考え方が

ある。 

【部会資料４８・４５頁】 

（概要） 

本文(1)は，期間の定めのない契約の当事者はいつでも解約の申入れをすることができる

という原則を確認した上で，例外的に解約の申入れをすることができない場合があり得る

旨を定めるものであり，期間の定めのない継続的契約の終了に関する裁判例及び学説にお

ける一般的な理解を明文化するものである（名古屋高判昭和４６年３月２９日下民集２２
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巻３・４号３３４頁，大阪地判平成１７年９月１６日判時１９２０号９６頁等参照）。 

本文(2)は，本文(1)により当事者の一方が解約の申入れをすることができる場合におけ

る契約の終了時期について定めるものである。解約の申入れの相手方を保護するために一

定の猶予期間を置くものであり，民法第６１７条第１項や同法第６２７条第１項と同様の

趣旨のものである。 

もっとも，以上の本文(1)(2)については，特段の規定を設けずに解釈に委ねるべきであ

るという考え方があり，これを（注）で取り上げている。 

 

３ 解除の効力 

前記１(1)又は２(1)の契約を解除した場合には，その解除は，将来に向かっ

てのみその効力を生ずるものとする。 

【部会資料４８・５７頁】 

（概要） 

 継続的契約の解除には遡及効がない旨を定めるものであり，継続的契約の解除に関する

一般的な理解を明文化するものである（民法第６２０条等参照）。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４８第６，１(3)ア「債務不履行を理由とする継続的契約の解除」［５３頁］ 

○ 部会資料４８第６，１(3)イ「消費者・事業者間の継続的契約の解除」［５５頁］ 

○ 部会資料４８第６，２「多数当事者型継続的契約」［５８頁］ 

○ 部会資料４８第６，３「分割履行契約」［５９頁］ 

 

第 16 契約の解釈 

１ 契約の内容について当事者が共通の理解をしていたときは，契約は，当事者

が理解した意味に従って解釈しなければならないものとする。 

２ 契約の内容について当事者が異なる理解をしていたときは，表示の通常の意

味のほか，当該契約に関する一切の事情を考慮して，当該契約の当事者が合理

的に考えれば理解したと認められる意味に従って解釈しなければならないもの

とする。 

３ 上記１及び２によって契約内容を確定することができない場合において，当

事者がそのことを知っていれば合意したと考えられる内容を確定することがで

きるときは，契約は，その内容に従って解釈しなければならないものとする。 

（注）契約の解釈に関する規定を設けるべきでないという考え方がある。また、

上記３のような規定は設けるべきでないという考え方がある。 

【部会資料４９・１頁】 

（概要） 

契約の解釈は，契約が成立したことを前提として，その内容を確定するために行われる

作業である。契約をめぐる紛争には契約の解釈によって解決が図られるものが少なくない

が，民法には契約の解釈に関する規定が設けられていない。本文１から３までは，契約の
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解釈という作業の重要性に鑑み，これに関する基本的な原則を新たに規定するものである。 

本文１は，契約内容についての理解が当事者間で共通しているときは，契約の成立に当

たって合致した表示の客観的な意味にかかわらず，当事者が与えた意味に従って解釈しな

ければならないという最も基本的な原則を明文化するものである。 

本文２は，表示が合致しているが，その表示についての理解が当事者によって異なって

いる場合についての解釈の原則を定めるものである。この場合には，その表示が社会にお

いて一般にどのように理解されているかを重要な考慮要素とするが，これにそのまま従う

のではなく，当該契約の個別の事情を踏まえて，当事者がその表示をどのように理解する

のが合理的かを基準とするものである。 

本文３は，本文１及び２によっても契約内容を確定することができない場合における契

約解釈（いわゆる補充的解釈）の基準を取り上げるものである。補充的解釈が必要な場合

として，例えば，当事者が合意していなかった事項について紛争が生じた場合が考えられ

る。これらの場合にも，慣習，任意規定，条理など，一般的な場面を想定して設けられた

ルールを直ちに適用するよりも，まず，当該契約に即した法律関係を形成することを考え

ることが契約制度の趣旨に合致することから，本文３は，このような考え方に従って規定

を設けることとしている。 

以上に対し，契約の解釈に関する規定は解釈の硬直化を招くとして，設けるべきではな

いとの考え方があるほか，本文３は必ずしも確立されたものではないとして，本文３のよ

うな規定のみを設けるべきでないとの考え方があり，これらの考え方を注記している。 

 

（備考） 

１ 契約の成立との関係 

契約の解釈は，契約が成立したことを前提としてその内容を確定するために行われる

作業であり，契約の成否は，契約解釈に先立つ作業として独立して行われることになる。

そして，一般的な考え方によれば，契約の成否は意思表示の合致の有無によって判断さ

れるから，意思表示が表示のレベルで合致しており契約は成立したと判断される場合で

あっても，その表示の通常の意味と当事者の双方又は一方の意思とが合致していない場

合や，当事者の意思が相互に合致していないということもあり得る。契約の解釈はこの

ような場面で問題になる。 

本文１は，特に，当事者の内心の意思が合致しているが，その内容が一般的に理解さ

れている当該表示の意味とは異なる場合に問題になり，当該表示の一般的な意味にかか

わらず，当事者の意思内容によって契約を解釈するという立場を明らかにするものであ

る。もっとも，これは，当事者の一致した意思の内容を認定することができる場合の帰

結であり，その認定に当たって，最良の証拠である契約書等の客観的な意味を踏まえる

ことを否定するものではなく，また，表示の一般的な意味と異なる意味で当事者の意思

が一致していると認定できる場面は実際上それほど多くはないと考えられる。 

本文２は，当事者の内心の意思が合致していない場合に関するものであるが，内心の

意思が合致していなくても意思表示が合致している場合には一応契約が成立したと考え

られるから，その契約の内容をどのように解釈するかが問題になるため，その解釈の基
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準を明らかにしようとするものである。本文２は，当事者の立場に立って，その表示の

意味をどのように解するのが合理的であるかを問う立場であるが，どのような意味に解

するのが合理的であるかを確定することができない場合には，一般的な考え方によれば，

そもそも意思表示が合致しているとは言えず，契約は成立していないと判断されること

になると考えられる。 

本文３は，典型的には，当事者が合意していなかった事項について紛争が生じた場合

に，合意されていない事項をどのように補充するかという形で問題となる。契約の重要

な部分が合意されておらず，意思表示の合致がある部分のみでは契約内容を確定するこ

とができない場合には，そもそも契約の成立に必要な意思表示の合致があるとは言えず，

契約は成立していないと判断されることになると考えられるが，契約を成立させるだけ

の意思表示の合致はあるが，付随的な事項等については合意がされておらず，事後的に

その事項について紛争が生じた場合には，その事項についてどのように契約を補充する

かが問題になり，このような場合に本文３が適用されることになる。 

 

２ 錯誤との関係 

表示に与えた意味が当事者によって異なる場合には，錯誤との関係も問題になる。当

事者に錯誤があるかどうかの判断に当たっては，まず契約の解釈が先行し，これによっ

て契約の意味を明らかにした上で，明らかにされた意味に対応する意思を当事者が有し

ているかどうかを問題にすることになると考えられる。契約の解釈の結果明らかにされ

た契約内容に対応する意思を当事者が有していない場合には，これが要素の錯誤に該当

するときは契約は無効（又は取消可能）になり，他方，要素の錯誤に該当しないときは

契約は有効であり，契約解釈によって明らかにされた意味内容に従って法律関係が形成

されることになる。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４９第１，２「条項使用者不利の原則」［４頁］ 

 

第 17 契約以外を発生原因とする債務の不履行による損害賠償責任の免責事由 

契約以外を発生原因とする債務については，その債務の不履行が，その債務

が生じた原因その他の事情に照らして債務者の責めに帰することのできない事

由によるときは，その不履行による損害を賠償する責任を負わないものとする。 

【部会資料４９・６頁】 

（概要） 

債務不履行による損害賠償の免責要件について，契約に基づく債務に即した規定内容と

すること（部会資料５３第８，１(2)参照）に伴い，契約以外を発生原因とする債務の不履

行による損害賠償についての免責要件を定めるものである。ここでは，契約に基づく債務

についての規定内容とパラレルに，民法第４１５条後段の「責めに帰すべき事由」という

文言を用いた上で，その事由の有無が債務の発生原因及びこれをめぐる一切の事情（これ

を「債務が生じた原因その他の事情」と表現している。）に照らして判断されることを付加
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するものとしている。 

 

（備考）契約以外を発生原因とする金銭債務の履行遅滞と免責事由 

本文の規律は，金銭債務の特則の見直し（民法第４１９条第３項の削除）を前提として，

金銭債務にも適用されることを想定している。契約による金銭債務について，債務不履行

の一般原則によって免責の可否を判断するとの考え方を採用しているが（部会資料５３第

８，８参照），契約以外を発生原因とする金銭債務についても同様の取扱いをするものであ

る。この点については，取りわけ不法行為（民法第７０９条）に基づく損害賠償債務の遅

延損害金（年５分による。）につき，免責が認められる場面が実際上想定できるのかについ

て疑問を呈する意見があった。しかし，不法行為に関しても，遅滞につき免責の可能性を

完全には否定しないのであれば，免責の可否は債務不履行に関する一般原則に委ねて差し

支えないものと考えられる。もとより，一般原則によるとしても，不法行為による損害賠

償債務につき，遅滞の免責が肯定されるのは極めて例外的な場面であると考えられる。 

 

【取り上げなかった論点】 

○ 部会資料４９第２，１「法定債権の不履行による損害賠償に関する規定の要否」の(1)

［６頁］ 

○ 部会資料４９第２，２「その他の規定の見直しの要否等」の(2)[１０頁] 

 

第 18 信義則等の適用に当たっての考慮要素 

消費者と事業者との間で締結される契約（消費者契約）のほか，情報の質及び

量並びに交渉力の格差がある当事者間で締結される契約に関し，民法第１条第２

項及び第３項その他の規定の適用に当たっては，その格差の存在を考慮しなけれ

ばならないものとする。 

（注）このような規定を設けるべきでないという考え方がある。 

【部会資料４９・１４頁】 

（概要） 

消費者契約を始めとして，契約の当事者間に情報や交渉力の格差があるものに関し，信

義則を規定する民法第１条第２項，権利の濫用を規定する同条第３項などの一定の抽象性

を備えた規定の解釈・適用に当たっては，従前から，その格差の存在をも一つの考慮要素

とされてきたと考えられる。具体的には，当事者間の情報，交渉力等に格差がある場合に，

これを放置することが不公平であると考えられるときは，信義則上の義務が生じたり，権

利の行使が濫用に当たるものとして阻止されることがあると考えられる。今日においては，

民法の適用場面のうちの多くは，消費者契約その他の格差のある当事者間の契約であるこ

とにかんがみ，上記のような考慮が必要であることを明らかにする規定を設けるものであ

る。これに対して，内容の明確性や実務的な有用性に疑問があるとしてこのような規定を

設けるべきでないという考え方があり，これを（注）に記載している。 

 

（備考）格差の是正を民法の解釈基準とすることについて 
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部会資料４９の第４，１(2)では，情報，交渉力等の格差がある当事者間で締結される契

約に関しては，その格差の存在に留意して民法を解釈しなければならないという解釈理念

を設けるという考え方が示されていた。しかし，民法の規定は格差を考慮すべき契約だけ

でなく，格差がない契約や，格差があったとしても当事者の属性等を考慮すれば格差を考

慮する必要がない契約にも適用されるのであり，民法の各規定は，これらの契約にも適用

されることを踏まえた上で統一的に解釈する必要がある。したがって，民法の解釈に当た

って格差がある場合には格差に配慮するという解釈理念は，一般論として常に妥当するわ

けではないと考えられる。格差がある場合にその存在を考慮すべきであるのは，民法の規

定の解釈一般についてではなく，特に信義則や権利濫用などの一定の抽象性を備えた規定

の適用に当たってであると考えられる。 

以上から，本文では，情報や交渉力の格差がある契約に関し，民法第１条第２項及び第

３項その他の規定の解釈・適用に当たっては，その格差の存在を考慮しなければならない

旨の規定を設けることを提案している。 

 


